
 

 

令 和 ４ 年 度 第 ４ 回 

野田市情報公開・個人情報保護審査会会議次第 

 日 時 令和４年１０月 ４日（火）   

               午後３時から 

            場 所 市役所 低層棟４階 委員会室 

 

１ 諮問事項 
 個人情報の保護に関する法律の改正に伴う個人情報保護制度等の見直しについ

て（公開） 
 

２ 個人情報取扱事務について（公開） 

 報告事項 

 (1) 予防接種法に基づく新型コロナウイルスワクチン接種に関する事務の変更

について（新型コロナウイルスワクチン接種対策室） 

 

 (2) 市営住宅の管理に関する事務の変更及び事務の委託に係る個人情報保護措

置について（営繕課） 

 

 (3) 住民基本台帳事務におけるドメスティック・バイオレンス及びストーカー

行為等の被害者保護の支援措置事務の変更について（市民課） 

 (4) 固定資産税・都市計画税賦課事務の変更について（課税課）  

  ※ (3)及び(4)については、一括して報告を受ける。 

 

 (5) 新規就農者育成総合対策（経営開始資金）事務の開始について（農政課）  

 

 (6) 野田市肥料価格高騰対策事業に関する事務の開始について（農政課） 

 (7)  野田市飼料価格高騰対策事業に関する事務の開始について（農政課） 

  ※ (6)及び(7)については、一括して報告を受ける。 

 

 (8) 新型コロナウイルス感染症検査キット配付・陽性者登録センターに関する

事務の開始及び事務の委託に係る個人情報保護措置について（保健センタ

ー） 



 

 (9) 住民監査請求に基づく監査に関する事務の変更について（監査委員事務局） 

 (10) 財政援助団体等に対する監査に関する事務の変更について（監査委員事務

局） 

  ※ (9)及び(10)については、一括して報告を受ける。 
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課題整理票② 

 

   個人情報ファイル簿・個人情報取扱事務登録簿に関する運用につい

て（現行条例第６条） 

 

１ 結論 

 改正法施行後も個人情報取扱事務登録簿を作成し、公表し、野田市情報公開

・個人情報保護審査会に対して報告する仕組みを残す。かつ、法で定められた

最低限の個人情報ファイル簿を作成する。 

【個人情報保護法施行条例案】 

 （登録簿） 

第○条 市の機関は、個人情報を取り扱う事務（以下「個人情報取扱事務」と

いう。）について、規則で定める事項を記載した帳簿（以下「登録簿」とい

う。）を備え付けなければならない。 

２ 市の機関は、個人情報取扱事務（規則で定める事務を除く。）を開始しよ

うとするときは、あらかじめ、当該個人情報取扱事務について登録簿に登録

しなければならない。登録した事項を変更しようとするときも、同様とす

る。 

３ 市の機関は、前項の規定による届出に係る個人情報を取り扱う事務を廃止

したときは、登録簿への登録を廃止しなければならない。 

４ 市の機関は、登録簿を一般の閲覧に供しなければならない。 

５ 市の機関は、登録簿の記載事項について、野田市情報公開・個人情報保護

審査会条例（平成２３年野田市条例第１号）に規定する野田市情報公開・個

人情報保護審査会（以下「審査会」という。）に報告するものとする。この

場合において、審査会は、市の機関に対し、当該報告に係る事項について意

見を求めることができる。 

 

２ 具体的な内容 

 個人情報取扱事務登録簿（以下「登録簿」という。）は、現行条例第６条に

規定されているもので、個人情報を取り扱う事務を開始しようとするときに届
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出担当課が届け出て、届け出た登録簿を届出担当課ごとにホームページ等で公

表しているものである。登録簿は、事務の目的ごとに届け出ることとしており、

収集する個人情報が１件でも、仮に容易に検索ができるようになっていなくて

も、市がどのような目的でどのような個人情報を収集し、どのように利用して

いるかを市民に公表し、市民が自己の個人情報の開示を請求し、訂正を請求し、

又は利用の停止を請求するために必要な情報として提供しているものである。

この登録簿があることにより、市の職員も、目的等を意識して個人情報を扱う

ことができるものとなっている。 

改正法には登録簿と同一の制度はないが、法第７５条第１項から第４項まで

の規定により、「個人情報ファイル簿」の作成・公表が義務付けられている。 

「個人情報ファイル簿」の作成については、市が「個人情報ファイル」を保

有するに至ったときは、「個人情報ファイル簿を作成し、公表しなければなら

ない」とされている。「個人情報ファイル」とは、「保有個人情報を含む情報

の集合物であって次に掲げるものをいう。（１）一定の事務の目的を達成する

ために特定の保有個人情報を電子計算機を用いて検索することができるように

体系的に構成したもの（２）前号に掲げるもののほか、一定の事務の目的を達

成するために氏名、生年月日、その他の記述により特定の保有個人情報を容易

に検索することができるように体系的に構成したもの」とされている。「体系

的に構成したもの」に限られているのは、漏えいした際のリスクがより高いと

いう理由からである。 

現行条例の登録簿相当のものについては、法第７５条第５項の規定により、

「条例で定めるところにより、個人情報ファイル簿とは別の個人情報の保有の

状況に関する事項を記載した帳簿を作成し、公表することを妨げるものではな

い」とされている。登録簿は、市民目線で必要な情報提供であり、市内部での

個人情報の取扱いを管理するためにも役立っていること、及び改正法第８２条

第１項の規定により、保有個人情報の開示を行う場合に開示請求者に対して利

用目的について通知しなければならないことから、利用目的は、適切に整理・

管理する必要があるため、市では登録簿の作成、公表を維持することとしたい

と考えている。 
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課題整理票③ 

 

要配慮個人情報の収集制限について（現行条例第７条第２項及び第４項） 

 

１ 結論 

 要配慮個人情報の収集を制限する規定は、設けられない。 

そもそも、健康情報や障がい情報については、市にとって、特に保健センタ

ーや障がい者支援課などの所属にあっては、それらの情報を取り扱わなければ

該当者を支援するという事務の目的が果たせないものであり、こうした所属で

あっても、法令等に根拠がなければ野田市情報公開・個人情報保護審査会の意

見を聴いてからでないと取り扱うことができない現在の収集制限は、実態にそ

ぐわない規定になっている。 

収集制限を設けることができないが、法（施行令及び規則を含む。）におい

ては、要配慮個人情報について、その情報の性格に照らして、法第６８条に基

づく漏えい等の報告及び本人への通知並びに法第７５条に基づく個人情報ファ

イル簿の記載について規定が設けられており、これらの規定に従った取扱いが

地方公共団体の機関には義務付けられている。 

また、収集制限を置くことができないため、当然、現行条例第７条第４項の

ような野田市情報公開・個人情報保護審査会への諮問規定を置くことはできな

い。 

審査会には、課題整理票②のとおり、個人情報取扱事務登録簿の登録、変更

の際に報告することができることとし、登録した事務が要配慮個人情報を取り

扱うことについての意見を聴取する等の関わりを求めるものとする。 

 

２ 具体的な内容 

 現行条例では、要配慮個人情報は原則として収集してはならないこととして

いる。そして、法令等の定めがある場合を除き、収集する際にはあらかじめ審

査会の意見を聴かなければならないこととしている。 

 改正法では、行政機関等による要配慮個人情報の収集を制限する規定は特段

設けられていない。 
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 個人情報の保護に関する法律についてのＱ＆Ａ（行政機関等編）Ａ３－２－

１では、「要配慮個人情報の取得制限を法施行条例で規定することは認められ

」ないとある。一方、「安全管理措置の内容は、保有個人情報の漏えい等が生

じた場合本人が被る権利利益の侵害の大きさを考慮し、保有個人情報の取扱い

状況（取り扱う保有個人情報の性質及び量を含む。）等に起因するリスクに応

じて、必要かつ適切な内容とする必要があり、行政機関内部における安全管理

体制の構築に当たって、取り扱う保有個人情報が要配慮個人情報に当たること

を勘案することは考えられ」る、としている。 
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課題整理票④ 

 

個人情報の本人以外からの収集制限について（現行条例第７条第３項 

及び第４項） 

 

１ 結論 

 本人からの直接取得に限定する規定は設けられない。 

また、本人からの直接取得に限定する規定を設けることができないため、当

然、現行条例第７条第４項の野田市情報公開・個人情報保護審査会への諮問規

定を置くことはできない。 

審査会には、課題整理票②のとおり、個人情報取扱事務登録簿の登録、変更

の際に報告することができることとし、登録した事務が本人以外から個人情報

を収集することについての意見を聴取する等の関わりを求めるものとする。 

 

２ 具体的な内容 

 現行条例では、個人情報は原則本人から収集しなければならないとしている。

「本人」というのは、「個人情報によって識別される特定の個人」であるから、

収集元が家族であっても、それは厳密に言うと「本人以外からの収集」に当た

るため原則禁止されており、法令等の根拠や本人同意があるかなど、条例第７

条第３項各号の理由があるかを確認する必要があり、各号の理由がなければ、

野田市情報公開・個人情報保護審査会の意見をあらかじめ聴いてからでないと

収集できない規定になっていた。 

このため、例えば「同居の家族の状況」を記載した何らかの申請書の提出を

受ける際、提出者以外の個人情報の収集について支障があった。わざわざ本人

同意があることを確認したり、あるいは当然に本人同意があるものと推定する

など無理に個人情報保護条例の規定を遵守しようとすることで支障が生じる場

合もあった。 

また、別の例では、市において、委員、講師、指導者、助言者等の選任を行

うに当たり、関係団体から候補者を推薦していただくため、候補者に関する個

人情報を収集する必要があるときも同様、本人同意を得てから推薦を頂くよう
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にしていたが、このやり方では本人に事前に期待感を抱かせることにより対象

外となった場合の不信感につながるなど、事務の円滑な実施を困難にするおそ

れがあった。 

一方、改正法適用後は、個人情報の保護に関する法律についてのガイドライ

ン（行政機関等編）の１１で、「個人情報保護やデータ流通について直接影響

を与えるような事項であって、法に委任規定が置かれていないもの（例：オン

ライン結合に特別の制限を設ける規定、個人情報の取得を本人からの直接取得

に限定する規定）について、条例で独自の規定を定めることは許容されない。

」と記載されている。 

国としては、法第６１条第１項で「行政機関等は、個人情報を保有するに当

たっては、法令（条例を含む。）の定める所掌事務又は業務を遂行するため必

要な場合に限り、かつ、その利用目的をできる限り特定しなければならない」

とし、第６４条で「偽りその他不正の手段により個人情報を取得してはならな

い」と規定していることにより、個人情報保護の水準を保つことができるとい

う考えである。 

 以上のことから、本人からの直接取得に限定する規定は設けられないとのガ

イドラインの記載に則り、当該規定は設けないものとする。 
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課題整理票⑤ 

 

目的外利用・提供の制限について（現行条例第９条） 

 

１ 結論 

法令に根拠がなく、又は本人同意がない場合の本人以外への目的外利用・提

供については、法令以外の出版、報道等により公にされているとき及び個人の

生命、身体又は財産の安全を守るため、緊急かつやむを得ないと認めるときを

除き、市の各機関が判断に迷うときは、事前に野田市情報公開・個人情報保護

審査会にアドバイスを求め、目的外利用・提供を市の各機関が判断するものと

する。 

 

２ 具体的な内容 

 改正法の適用後、現行条例第９条の規定に相当する規定は、改正法第６９条

に規定される。 

両者の規定の違いは、第一に、現行条例では「出版、報道等により公にされ

ているとき」（１項３号）及び「個人の生命、身体又は財産の安全を守るため、

緊急かつやむを得ないと認めるとき」（１項４号）が目的外利用・提供の制限

が解除される場合として明記されていたが、改正法ではこうしたときが具体的

な例示にはなく、「（利用や提供について）相当の理由があるとき」に当ては

まるかどうかを毎回市の機関が判断することとされていることである。 

第二に、現行条例では、「実施機関が公益上特に必要があると認めるとき」

（１項５号）であって「あらかじめ、審査会の意見を聴かなければならない」

（３項）の規定に基づき意見を聴いたときが目的外利用・提供の制限が解除さ

れる場合として明記されていたが、改正法では「（利用や提供について）相当

の理由があるとき」に当てはまるかどうかを毎回市の機関が判断することとさ

れていることである。 

現行条例では「実施機関が公益上特に必要があると認めるとき」には「審査

会の意見を聴かなければならない」と、規定上では意見に従うことが義務では

なかったが、実施機関は審査会の意見を尊重して判断してきた。 
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この点、「個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン（行政機関

等編）」９－４では、「個人情報の取得、利用、提供、オンライン結合等につ

いて、類型的に審議会等への諮問を要件とする条例を定めてはならない。令和

３年改正法では、社会全体のデジタル化に対応した個人情報の保護とデータ流

通の両立の要請を踏まえて、地方公共団体の個人情報保護制度についても、法

の規律を適用して解釈を委員会が一元的に担う仕組みが確立されたところ、地

方公共団体の機関において、個別の事案の法に照らした適否の判断について審

議会等への諮問を行うことは、法の規律と解釈の一元化という令和３年改正法

の趣旨に反するものである。」と国の考えが記載されている。なおこのガイド

ラインには「本ガイドラインの中で、『しなければならない』及び『してはな

らない』と記述している事項については、これらに従わなかった場合、法違反

と判断される可能性がある。」とされている。 

このため、新条例には、野田市情報公開・個人情報保護審査会への意見聴取

を必ず実施する旨の規定は置くことができず、「条例以外の規則や規程などに

より規定する場合であっても、個別の案件の処理に関して審議会等への報告や

意見聴取を要件化するようなものは、個別案件における個人情報の取扱いにつ

いて、類型的に審議会等への諮問を行うものに類するものとして、許容されま

せん。」との見解も示されている。 

このため、市としては、条例等に規定を置かず、目的外利用・提供に相当の

理由があるか、特別の理由があるかを判断するための判断材料として、審査会

に対し、要件としてではなく、適宜アドバイスを求めていく。 

また、審査会の自発的な調査による意見を判断の参考にすることは妨げられ

ないと考えられるため、必要に応じて審査会に御意見を頂くなど最大限活用し

ていくものとする。（この場合の根拠は、「個人情報保護制度その他個人情報

保護に関する重要な事項について実施機関に意見を述べること」を審査会の所

掌事務としている野田市情報公開・個人情報保護審査会条例第３条第４号に求

める。） 

 

 

 



3 

 

 

 

 

（参考）改正法第６９条 

 (利用及び提供の制限) 

第六十九条 行政機関の長等は、法令に基づく場合を除き、利用目的以外の目

的のために保有個人情報を自ら利用し、又は提供してはならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、行政機関の長等は、次の各号のいずれかに該当

すると認めるときは、利用目的以外の目的のために保有個人情報を自ら利用

し、又は提供することができる。ただし、保有個人情報を利用目的以外の目

的のために自ら利用し、又は提供することによって、本人又は第三者の権利

利益を不当に侵害するおそれがあると認められるときは、この限りでない。 

一 本人の同意があるとき、又は本人に提供するとき。 

二 行政機関等が法令の定める所掌事務又は業務の遂行に必要な限度で保有

個人情報を内部で利用する場合であって、当該保有個人情報を利用するこ

とについて相当の理由があるとき。 

三 他の行政機関、独立行政法人等、地方公共団体の機関又は地方独立行政

法人に保有個人情報を提供する場合において、保有個人情報の提供を受け

る者が、法令の定める事務又は業務の遂行に必要な限度で提供に係る個人

情報を利用し、かつ、当該個人情報を利用することについて相当の理由が

あるとき。 

四 前三号に掲げる場合のほか、専ら統計の作成又は学術研究の目的のため

に保有個人情報を提供するとき、本人以外の者に提供することが明らかに

本人の利益になるとき、その他保有個人情報を提供することについて特別

の理由があるとき。 

３ 前項の規定は、保有個人情報の利用又は提供を制限する他の法令の規定の

適用を妨げるものではない。 

４ 行政機関の長等は、個人の権利利益を保護するため特に必要があると認め

るときは、保有個人情報の利用目的以外の目的のための行政機関等の内部に
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おける利用を特定の部局若しくは機関又は職員に限るものとする。 
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課題整理票⑧ 

 

情報公開条例における審理員手続の適用除外について 

 

１ 結論 

個人情報保護法に基づく個人情報開示等決定に対する審査請求の際の手続と

合わせるため、野田市情報公開条例に基づく行政文書開示等決定に対する審査

請求においても、審理員による審理手続の適用除外の規定を設ける。 

 

２ 内容 

審査請求に関する一般法である行政不服審査法では、平成２８年の改正に伴

い、審査請求の審理手続を担当する審理員の制度が導入された。 

野田市においては法律に特別の規定がない限り、全面的にその制度を取り入

れていたが、一方で、国や多くの他団体では、情報公開及び個人情報保護の分

野では、かねてから野田市でいう情報公開・個人情報保護審査会のような専門

性の高い附属機関により不服申立ての処理が行われてきた経緯から、審理員制

度を適用しないこととしていた。 

また、多くの他団体におけるそのような経緯から、今回、個人情報保護法の

適用に伴い、各地方公共団体の機関における個人情報保護制度上の開示請求、

訂正請求、利用停止請求に係る決定等に対する審査請求に関して、審理員によ

る審理手続が除外されることとなっている。 

国の説明によると、「いわゆるインカメラ審理（対象となる文書等の提出を

求めること）及びヴォーン・インデックス（対象なる文書等に記録されている

情報の内容を分類・整理した資料の提出を求めること）により、情報公開・個

人情報保護審査会が直接に争点となっている保有個人情報を見分し、開示可否

を判断するものであり、審査請求人が開示を求める理由・背景とは直接に関係

なく、当該保有個人情報が開示できるか否かを客観的に決定するものであるた

め、審理員を指名して審理関係人から意見を聴取等する現実的必要性は認めら

れない。また、情報公開・個人情報保護審査会が必要と認める場合に、意見の

聴取等を行うことは可能であり、審理員による審理を経ないで直ちに情報公開
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・個人情報保護審査会に諮問する方が、審理の迅速化につながり、争訟経済の

観点からも適切である。」とのことである。 

野田市では、制度の始まった平成２８年度からこれまで、情報公開・個人情

報保護制度に係る審査請求案件のうち１０件（情報公開制度９件、個人情報保

護制度１件）において審理員手続を終結させたが、その手続の期間については、

２か月が１件、２か月半が２件、３か月が３件、４か月が１件、６か月が２件

となっており、１０件の平均は、３．２か月である。しかし、この後審査会に

諮問され、答申を得るまでに審理員手続と同様の手続があり、これに概ね３か

月から６か月程度掛かる状況を踏まえると、手続の迅速化を実現するためには

審理員手続の除外は必要なことであり、情報公開条例に基づく決定に対する審

査請求についても同様である。 

 



№4-3 

 

野田市個人情報の保護に関する法律施行条例（案）に対する 

パブリック・コメント手続を実施します。 

 

 

１ 意見を募集する趣旨 

  個人情報の保護については、個人情報の保護に関する法律のほか、規律対象により別個

に法令等が定められていたところ、令和３年５月１９日公布のデジタル社会の形成を図る

ための関係法律の整備に関する法律により個人情報の保護に関する法律が改正され、改正

法により全ての規律対象が一律に規律されることとなり、地方自治体にも令和５年４月１

日から適用されます。 

  これを受けて、野田市個人情報保護条例を廃止し、野田市個人情報の保護に関する法律

施行条例を新規制定する必要があります。条例案を含む個人情報保護制度等の運用につい

て、野田市情報公開・個人情報保護審査会条例第３条第３号の規定に基づき、令和４年８

月２２日に野田市情報公開・個人情報保護審査会に諮問し、同審査会の意見を反映して本

件の案を作成しました（会議資料及び会議録については、市役所１階行政資料コーナー及

びいちいのホール１階行政資料コーナー並びに市ホームページ内「審議会等開催のお知ら

せと会議録・会議資料」において御覧になることができます。）。 

この度、野田市個人情報の保護に関する法律施行条例（案）がまとまりましたので、お

知らせするとともに、皆さんから広く御意見、御提案を頂きたく、次の方法でパブリッ

ク・コメント手続を実施します。 

なお、野田市個人情報保護条例においては、市議会を実施機関の一つとしていましたが、

個人情報の保護に関する法律では、議会が規律対象から除かれていることから、別途「野

田市議会の個人情報の保護に関する条例」を制定する必要があります。市議会において、

野田市個人情報の保護に関する法律施行条例も参考に作成した条例案を参考資料としてい

ますので、併せて御参照ください。 

 

２ パブリック・コメント手続の実施根拠 

野田市パブリック・コメント手続条例第３条第３号 

「市の基本的な方針等を定める条例の制定又は改廃に係る案の策定」 

 

３ 意見を募集する政策等の案及び参考資料 

① 政策等の案 

◆ 野田市個人情報の保護に関する法律施行条例（案） 

 

② 参考資料 

◆ 野田市個人情報の保護に関する法律施行条例（案）の概要について 

◆ 野田市情報公開条例の一部改正案新旧対照表 

◆ 野田市情報公開・個人情報保護審査会条例の一部改正案新旧対照表 

◆ 野田市議会の個人情報の保護に関する条例（案） 



 

４ 政策等の案の入手方法 

◆ 市ホームページ内 「パブリック・コメント」からダウンロード 

◆ 文書閲覧 

・市役所３階総務課 

・市役所１階行政資料コーナー 

・いちいのホール１階行政資料コーナー 

・各公民館（中央、東部、南部梅郷、北部、川間、福田、関宿中央、 

関宿、二川、木間ケ瀬） 

・各図書館（興風、南、北、せきやど） 

・生涯学習センター 

 

５ 意見の募集期間 

令和４年１０月１２日（水曜日）から令和４年１１月１０日（木曜日）まで 

 

６ 意見を提出できる方 

市内に住所を有する方、市内に事務所又は事業所を有する方、市内に通勤又は通学し

ている方、「野田市個人情報の保護に関する法律施行条例」に利害関係を有する方 

 

７ 意見の提出方法 

次のいずれかの方法により提出してください。 

◇郵送の場合 

 

〒278-8550 野田市鶴奉７番地の１ 

野田市役所総務部総務課 宛て 

※１１月１０日の消印有効（募集期間最終日） 

◇持参の場合 

 

 

〇市役所３階総務課 

（土曜日、日曜日及び祝日を除く。） 

受付時間：午前 8時 30 分から午後 5 時 15 分まで 

◇意見投函箱 

〇市役所１階総合案内 

〇いちいのホール 1階関宿支所 

（土曜日、日曜日及び祝日を除く。） 

受付時間：午前 8時 30 分から午後 5 時 15 分まで 

〇各公民館、各図書館、生涯学習センター 

（休館日を除く。） 

受付時間：各施設とも開館時間内 

◇ファクシミリの場合 FAX 番号 04-7122-1557     

◇電子メールの場合 市ホームページから送信できます。 

◇ちば電子申請サービ

スの場合 

ちば電子申請サービスから提出できます。 

市ホームページ内のオンラインサービス「ちば電子申請サ

ービスについて」をご確認ください。 

 

８ 意見を提出する書式について 



意見提出用紙を用意しておりますのでご利用ください。 

なお、野田市個人情報の保護に関する法律施行条例（案）に対する意見と書いて、住

所、氏名（法人その他の団体にあっては、所在地、団体名及び代表者氏名）、ご意見等

が明記されたものであれば任意様式でも構いません。 

 

９ 意見の取扱い 

提出されたご意見の概要やご意見に対する市の考え方などは、住所、氏名など個人情

報を除いて市ホームページで公表する予定です。 

ただし、募集の趣旨と直接関係のないご意見等については、パブリック・コメント手

続の意見として取り扱いません。また、ご意見を頂いた方への回答は行いませんのであ

らかじめご承知おきください。 

 

10 問合せ先 

総務部 総務課 

電話 04－7123－1071（直通） 

 





野田市条例第   号 

 

   野田市個人情報の保護に関する法律施行条例（案） 

 

（趣旨） 

第１条 この条例は、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号。

以下「法」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。 

 （用語） 

第２条 この条例における用語の意義は、法及び個人情報の保護に関する法律

施行令（平成１５年政令第５０７号）の例による。 

（自己情報コントロール権の尊重） 

第３条 市の機関（市長、教育委員会、選挙管理委員会、監査委員、公平委員

会、農業委員会、固定資産評価審査委員会、水道事業管理者及び消防長をい

う。以下同じ。）は、市民の自己情報コントロール権を尊重するよう努めな

ければならない。 

 （登録簿） 

第４条 市の機関は、個人情報を取り扱う事務（以下「個人情報取扱事務」と

いう。）について、規則で定める事項を記載した帳簿（以下「登録簿」とい

う。）を備え付けなければならない。 

２ 市の機関は、個人情報取扱事務（規則で定める事務を除く。）を開始しよ

うとするときは、あらかじめ、当該個人情報取扱事務について登録簿に登録

しなければならない。登録した事項を変更しようとするときも、同様とする。 

３ 市の機関は、前項の規定による届出に係る個人情報を取り扱う事務を廃止

したときは、登録簿への登録を廃止しなければならない。 

４ 市の機関は、登録簿を一般の閲覧に供しなければならない。 

５ 市の機関は、登録簿の記載事項について、野田市情報公開・個人情報保護

審査会条例（平成２３年野田市条例第１号）に規定する野田市情報公開・個

人情報保護審査会（以下「審査会」という。）に報告し、当該報告に係る事

項について意見を求めることができる。 

 （開示請求に係る手数料） 



第５条 法第８９条第２項の規定により納付しなければならない手数料の額は、

無料とする。 

２ 法第８７条第１項の規定により写しの交付を受ける者は、規則で定めると

ころにより、当該写しの作成及び送付に要する費用を負担しなければならな

い。 

 （開示の手続に関する事項） 

第６条 法第８７条第１項に規定する行政機関等が定める方法は、当該保有個

人情報に係る部分の閲覧、写しの交付又は視聴とする。 

２ 開示決定に基づき保有個人情報が記録された文書若しくは図画の閲覧又は

保有個人情報が記録された電磁的記録の閲覧若しくは視聴をする者は、当該

文書、図画又は電磁的記録を丁寧に取り扱い、汚損、破損、加筆等の行為を

してはならない。 

３ 市の機関は、開示決定に基づき保有個人情報が記録された文書若しくは図

画の閲覧又は保有個人情報が記録された電磁的記録の閲覧若しくは視聴をす

る者が当該閲覧又は視聴に係る保有個人情報が記録された文書、図画又は電

磁的記録を汚損し、若しくは破損し、又はその内容を損傷するおそれがある

と認めるときは、当該保有個人情報が記録された文書、図画又は電磁的記録

の閲覧又は視聴を中止させることができる。 

４ 法第８７条第１項の規定による写しの交付における交付部数は、当該保有

個人情報が記録された地方公共団体等行政文書１件につき１部とする。 

 （審査会への諮問） 

第７条 市の機関は、次のいずれかに該当する場合において、個人情報の適正

な取扱いを確保するため専門的な知見に基づく意見を聴くことが特に必要で

あると認めるときは、審査会に諮問することができる。 

 (1) この条例の規定を改正し、又は廃止しようとする場合 

 (2) 法第６６条第１項の規定に基づき講ずる措置の基準を定めようとする場

合 

 (3) 前２号の場合のほか、市の機関における個人情報の取扱いに関する運用

上の細則を定めようとする場合 



   附 則 

 （施行期日） 

第１条 この条例は、令和５年４月１日から施行する。 

 （旧条例の廃止） 

第２条 野田市個人情報保護条例（平成１２年条例第２５号。以下「旧条例」

という。）は、廃止する。 

 （経過措置） 

第３条 前条の規定の施行の際現に旧条例第２条第１号に規定する実施機関（

以下「旧実施機関」という。）の職員である者又は前条の規定の施行前にお

いて旧実施機関の職員であった者のうち、同条の規定の施行前において旧条

例第２条第２号に規定する個人情報（以下「旧個人情報」という。）の取扱

いに従事していた者に係る旧条例第３条第２項の規定による職務上知ること

ができた旧個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に利用しては

ならない義務については、前条の規定の施行後も、なお従前の例による。 

２ 前条の規定の施行前において旧実施機関から旧個人情報を取り扱う事務の

委託を受けた者が行う当該委託に係る事務に従事している者若しくは従事し

ていた者又は指定管理者に係る公の施設の管理事務に従事している者若しく

は従事していた者に係る旧条例第１４条第２項の規定によるその事務に関し

て知り得た個人情報をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用しては

ならない義務については、前条の規定の施行後も、なお従前の例による。 

３ 前条の規定の施行前において労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣

労働者の保護等に関する法律（昭和６０年法律第８８号）第２６条第１項に

規定する労働者派遣契約に基づき旧実施機関に派遣された者（以下「派遣労

働者」という。）又は派遣労働者であった者に係る旧条例第１４条第３項の

規定による当該労働者派遣契約に基づく業務に関して知り得た旧個人情報を

みだりに他人に知らせ、又は不当な目的に使用してはならない義務について

は、前条の規定の施行後も、なお従前の例による。 

４ 前条の規定の施行の日前に旧条例第１５条、第２６条又は第２９条の規定

による請求がされた場合における旧条例に規定する実施機関の保有する自己

に関する個人情報の開示、訂正及び利用停止については、なお従前の例によ



る。 

５ 次に掲げる者が、正当な理由がないのに、前条の規定の施行前において旧

実施機関が保有していた個人の秘密に属する事項が記録された旧条例第４０

条に規定する個人情報ファイルを前条の規定の施行後に提供したときは、２

年以下の懲役又は１００万円以下の罰金に処する。 

 (1) 前条の規定の施行の際現に旧実施機関の職員である者又は同条の規定の

施行前において旧実施機関の職員であった者 

 (2) 前条の規定の施行前において旧実施機関から旧個人情報を取り扱う事務

の委託を受けた者が行う当該委託に係る事務に従事している者若しくは従

事していた者又は指定管理者に係る公の施設の管理事務に従事している者

若しくは従事していた者 

 (3) 前条の規定の施行前において派遣労働者又は派遣労働者であった者 

６ 前項各号に掲げる者が、その業務に関して知り得た前条の規定の施行前に

おいて旧実施機関が保有していた旧条例第２条第２号に規定する個人情報（

行政文書に記録されているものに限る。）を前条の規定の施行後に自己若し

くは第三者の不正な利益を図る目的で提供し、又は盗用したときは、１年以

下の懲役又は５０万円以下の罰金に処する。 

７ 旧条例第１４条第２項の委託を受けた法人（法人でない団体で代表者又は

管理人の定めのあるものを含む。以下この条において同じ。）若しくは指定

管理者である法人の代表者若しくは管理人又は同項の委託を受けた法人若し

くは人若しくは指定管理者である法人の代理人、使用人その他の従業者が、

同項の委託を受けた法人若しくは人又は指定管理者である法人の業務に関し

て前２項の違反行為をしたときは、行為者を罰するほか、旧条例第１４条第

２項の委託を受けた法人若しくは人又は指定管理者である法人に対しても、

各本項の罰金刑を科する。 

第４条 附則第２条の規定により旧条例の規定がその効力を失う前にした違反

行為の処罰については、その失効後も、なお従前の例による。 

 （野田市情報公開条例の一部改正） 

第５条 野田市情報公開条例（平成８年野田市条例第２５号）の一部を次のよ

うに改正する。 



  第６条を次のように改める。 

  （不開示情報） 

 第６条 不開示情報は、次の各号に掲げる情報とする。 

  (1) 個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く。） 

であって、当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等（文書、

図画若しくは電磁的記録に記載され、若しくは記録され、又は音声、動

作その他の方法を用いて表された一切の事項をいう。）により特定の個

人を識別することができるもの（他の情報と照合することにより、特定

の個人を識別することができることとなるものを含む。）又は特定の個

人を識別することはできないが、公にすることにより、なお個人の権利

利益を害するおそれがあるもの。ただし、次に掲げる情報を除く。 

   ア 法令又は条例(以下「法令等」という。)の規定により又は慣行とし

て公にされ、又は公にすることが予定されている情報 

   イ 人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが必

要であると認められる情報 

   ウ 当該個人が公務員等（国家公務員法（昭和２２年法律第１２０号）

第２条第１項に規定する国家公務員（独立行政法人通則法（平成１１

年法律第１０３号）第２条第４項に規定する行政執行法人の役員及び

職員を除く。）、独立行政法人等（独立行政法人等の保有する情報の

公開に関する法律（平成１３年法律第１４０号）第２条第１項に規定

する独立行政法人等をいう。以下同じ。）の役員及び職員、地方公務

員法（昭和２５年法律第２６１号）第２条に規定する地方公務員並び

に地方独立行政法人（地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８

号）第２条第１項に規定する地方独立行政法人をいう。以下同じ。）

の役員及び職員をいう。）である場合において、当該情報がその職務

の遂行に係る情報であるときは、当該情報のうち、当該公務員等の職

及び当該職務遂行の内容に係る部分 

  (2) 法人その他の団体（国、独立行政法人等、地方公共団体、地方独立行

政法人及び土地開発公社を除く。以下「法人等」という。）に関する情

報又は事業を営む個人の当該事業に関する情報であって、次に掲げるも



の。ただし、人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公にする

ことが必要であると認められる情報を除く。 

   ア 公にすることにより、当該法人等又は当該個人の権利、競争上の地

位その他正当な利益を害するおそれがあるもの 

   イ 実施機関の要請を受けて、公にしないとの条件で任意に提供された

ものであって、法人等又は個人における通例として公にしないことと

されているものその他の当該条件を付することが当該情報の性質、当

時の状況等に照らして合理的であると認められるもの 

  (3) 公にすることにより、国の安全が害されるおそれ、他国若しくは国際

機関との信頼関係が損なわれるおそれ又は他国若しくは国際機関との交

渉上不利益を被るおそれがあると実施機関が認めることにつき相当の理

由がある情報 

  (4) 公にすることにより、犯罪の予防、鎮圧又は捜査、公訴の維持、刑の

執行その他の公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれがあると実

施機関が認めることにつき相当の理由がある情報 

  (5) 国の機関、独立行政法人等、地方公共団体、地方独立行政法人及び実

施機関の内部又は相互間における審議、検討又は協議に関する情報であ

って、公にすることにより、率直な意見の交換若しくは意思決定の中立

性が不当に損なわれるおそれ、不当に市民の間に混乱を生じさせるおそ

れ又は特定の者に不当に利益を与え若しくは不利益を及ぼすおそれがあ

るもの 

  (6) 国の機関、独立行政法人等、地方公共団体、地方独立行政法人又は実

施機関が行う事務又は事業に関する情報であって、公にすることにより、

次に掲げるおそれその他当該事務又は事業の性質上、当該事務又は事業

の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの 

   ア 監査、検査、取締り、試験又は租税の賦課若しくは徴収に係る事務

に関し、正確な事実の把握を困難にするおそれ又は違法若しくは不当

な行為を容易にし、若しくはその発見を困難にするおそれ 

   イ 契約、交渉又は争訟に係る事務に関し、国、独立行政法人等、地方

公共団体、地方独立行政法人又は実施機関の財産上の利益又は当事者



としての地位を不当に害するおそれ 

   ウ 調査研究に係る事務に関し、その公正かつ能率的な遂行を不当に阻

害するおそれ 

   エ 人事管理に係る事務に関し、公正かつ円滑な人事の確保に支障を及

ぼすおそれ 

   オ 独立行政法人等、地方公共団体が経営する企業又は地方独立行政法

人に係る事業に関し、その企業経営上の正当な利益を害するおそれ 

  第１０条第１項中「１５日」を「３０日」に改める。 

  第１１条中「４５日」を「６０日」に改める。 

  第１３条第２項中「第６条第２号ただし書エ、同条第３号ただし書」を「

第６条第１号ただし書イ、同条第２号ただし書」に改める。 

  第３章中第１６条の前に次の一条を加える。 

  （審理員による審理手続に関する規定の適用除外） 

 第１５条の３ 開示等決定又は開示請求に係る不作為に係る審査請求につい

ては、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第９条第１項本文の規

定は、適用しない。 

  第１６条第１項中「は開示等決定」を「は開示請求」に改め、「ついて、」 

 の次に「行政不服審査法（平成２６年法律第６８号。以下「行審法」という。） 

 に基づく」を加え、同条第２項及び第３項を次のように改める。 

 ２ 前項の規定により諮問をした審査庁は、次に掲げる者に対し、諮問をし

た旨を通知しなければならない。 

  (1) 審査請求人及び参加人（行政不服審査法第１３条第４項に規定する参

加人をいう。以下同じ。） 

  (2) 開示請求者（開示請求者が審査請求人又は参加人である場合を除く。） 

  (3) 当該審査請求に係る行政文書の開示について反対の意思を表示した意

見を表明した第三者（当該第三者開示請求者が審査請求人又は参加人で

ある場合を除く。） 

 ３ 第１３条第３項の規定は、次の各号のいずれかに該当する裁決をする場

合について準用する。 

  (1) 開示決定に対する第三者からの審査請求を却下し、又は棄却する裁決 



  (2) 審査請求に係る開示等決定（開示請求に係る行政文書の全部を開示す

る旨の決定を除く。）を変更し、当該審査請求に係る行政文書を開示す

る旨の裁決（第三者である参加人が当該行政文書の開示に反対の意思を

表示している場合に限る。） 

 （野田市情報公開条例の一部改正に伴う経過措置） 

第６条 附則第２条の規定の施行の日前に前条の規定による改正前の野田市情

報公開条例第３条の規定による請求がされた場合における改正前の野田市情

報公開条例に規定する行政文書の開示については、なお従前の例による。 

 （野田市情報公開・個人情報保護審査会条例の一部改正） 

第７条 野田市情報公開・個人情報保護審査会条例（平成２３年野田市条例第

１号）の一部を次のように改正する。 

  第２条第１号を次のように改める。 

  (1) 実施機関 市長、教育委員会、選挙管理委員会、監査委員、公平委員

会、農業委員会、固定資産評価審査委員会、水道事業管理者、消防長及

び議会並びに野田市土地開発公社をいう。 

  第２条第２号中「野田市情報公開条例」の次に「（平成８年野田市条例第

２５号）」を加え、「又は野田市個人情報保護条例第３１条第１項」を「、

野田市議会の個人情報の保護に関する条例（令和４年野田市条例第   号

）又は個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第１０５条

第３項の規定により準用する同条第１項」に改め、同条第４号中「野田市個

人情報保護条例第２条第２号」を「個人情報の保護に関する法律第２条第１

項」に改める。 

  第３条第１号中「野田市個人情報保護条例第３１条第１項」を「個人情報

の保護に関する法律第１０５条第３項の規定により準用する同条第１項」に

改め、同条第２号を次のように改める。 

  (2) 野田市個人情報の保護に関する法律施行条例（令和４年野田市条例第

●● 号）第７条の規定による諮問に応じ、調査審議し、答申すること。 
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野田市個人情報の保護に関する法律施行条例（案）の概要について 

 

 第１条 

   趣旨規定として、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７

号。以下「法」という。）の適用を受けて、野田市が個人情報を取り扱う

ことに関し必要な事項を定めることを明記するもの。 

 

第２条 

定義規定として、条例中で使用する用語が法及び個人情報の保護に関す

る法律施行令（平成１５年政令第５０７号）で使用する用語の例によるこ

とを明記するもの。 

 

第３条 

  野田市個人情報保護条例（平成１２年条例第２５号。以下「現行条例」

という。）第５条の２に規定している「自己情報コントロール権の保障」

に代わる「自己情報コントロール権の尊重」に係る理念規定を定めるもの。 

※ 現行条例では、実施機関が公益上特に必要があると認めて実施機関以

外の者にその保有する個人情報を目的外提供しようとする場合には、提

供される情報の対象者に事前にその旨を周知することを義務付けるとと

もに、当該提供に異議を申し出た対象者の情報については原則提供しな

い旨を規定し、当該条文には「自己情報コントロール権の保障」という

見出しを付している。 

 一方、法にはこのような旨の規定がなく、個人情報保護委員会による

と、このような規定は、目的外提供について法の規定と重複する内容を

規定するものであり、規定の競合に伴う混乱を排除するため、これらの

規定を改正法の施行後の施行条例で設けることはできないが、条例に条

文は設けず、第三者提供を行うか否か判断する内部的な運用として、本

人から第三者提供に対する異議があったことを判断要素とすることは妨

げられるものではないとのことであったことから、条例において「自己

情報コントロール権の保障」に係る具体的な異議申立てに係る運用は規
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定しないものとし、「自己情報コントロール権の尊重」に係る理念規定

を置くものとする。具体的な異議申立てに係る運用については、別に策

定する「野田市個人情報の保護に関する法律施行条例の解釈及び運用の

手引（仮称）」に次の事項を記載するものとする。 

・記載事項 

【旧野田市個人情報保護条例第５条の２に規定されていた手続につい

て】 

法第６９条第２項第３号及び第４号を適用して保有個人情報を目的外

に提供する際（①当該保有個人情報が出版、報道等により公にされてい

るとき、②個人の生命、身体又は財産の安全を守るため、緊急かつやむ

を得ないと認めるときを除く。）には、次の手続をとること。 

１ 当該提供の対象となる者（以下この条において「対象者」とい

う。）に対し、あらかじめ、提供の趣旨及び内容、異議がある場合の

申出の方法その他対象者の自己情報コントロール権を保障するために

必要な事項を野田市報及び野田市のホームページへの掲載の方法によ

り周知する。 

２ 前項に規定する申出があったときは、原則として、その者の個人情

報の提供をしない。 

 

第４条 

   現行条例に規定している個人情報取扱事務の届出制度に基づき作成して

いる個人情報取扱事務登録簿（以下「登録簿」という。）の運用を継続す

るための規定を設けるもの。 

   なお、市の機関は、登録簿の記載事項について、野田市情報公開・個人

情報保護審査会（以下「審査会」という。）に報告し、当該報告に係る事

項について意見を求めることができるものとする。 

 

 第５条 

   法の規定により、条例で定める必要がある開示請求の手数料について、

現在の運用のとおり手数料を無料とし、コピー代及び郵送代は実費を徴収
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することを明記するもの。 

 

 第６条 

開示請求の手続において、法に規定された項目のほか、開示の手続に関

する事項を明記するもの。 

 

 第７条 

   審査会への諮問事項について、個人情報の適正な取扱いを確保するため

専門的な知見に基づく意見を聴くことができるよう規定するもの。 

 

 附則第１条 

   施行期日を定めるもの。 

 

 附則第２条 

   現行条例を廃止することを定めるもの。 

 

 附則第３条及び第４条 

   現行条例の廃止に伴う守秘義務、開示、訂正及び利用停止に係る請求並

びに罰則規定に係る経過措置を定めるもの。 

 

 附則第５条 

   個人情報保護法の適用に伴い、野田市情報公開条例（平成８年野田市条

例第２５号）の一部を次のように改めるもの。 

 (1) 第６条に規定する不開示情報の書きぶりが法の規定の書きぶりと異な

ることで、混乱を生じないよう、改めるもの。 

 (2) 第１０条第１項、第１１条及び第１３条に規定のある開示決定までの

期間を法と合わせるため、改めるもの。 

 (3) 開示等決定又は開示請求に係る不作為に係る審査請求について、行政

不服審査法第９条第１項本文による審理員の指名は、手続の迅速化を図

るため、適用除外の規定を追加し、及び審査請求があった場合の手続を
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法と合わせるため、改めるもの。 

 

附則第６条 

  情報公開条例の一部改正に伴う開示請求に係る経過措置を定めるもの。 

 

 附則第７条 

   個人情報保護法の適用に伴い、野田市情報公開・個人情報保護審査会条

例（平成２３年野田市条例第１号）の一部を次のように改めるもの。 

 (1) 第２条第１号の実施機関、同条第２号の諮問庁及び第４号の個人情報

に係る定義規定を改めるもの。 

 (2) 第３条の所掌事務中、現行条例に基づくものを法に基づくものに改め

るもの。 

 

（参考） 

 法が委任し、又は許容している事項のうち、条例に規定しない事項について 

１ 条例要配慮個人情報 

  改正後の第６０条の規定に基づき、法が規定する要配慮個人情報のほか

に、地域の特性その他の事情に応じて定めることができるが、現行条例の

規定が、法に規定する要配慮個人情報と同じ内容であることから、新たに

規定する必要はないと考える。 

２ 行政機関等匿名加工情報をその用に供して行う事業に関する提案の制度

に係る手数料に関する規定 

施行日時点では、都道府県及び政令市にのみ義務化される制度であるこ

とから、導入の可否については、今後において検討することとする。 
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野田市情報公開条例の一部改正案新旧対照表 

（下線の部分は改正部分） 

○ 野田市情報公開条例（平成8年野田市条例第25号） 

改  正  案 現     行 

第 1章 総則 第 1章 総則 

(目的) (目的) 

第 1 条 この条例は、市民の知る権利の理念

にのっとり、行政文書の開示を請求する市

民の権利及び情報公開の総合的な推進に関

し必要な事項を定めることにより、行政運

営の公開性の向上を図り、もって市行政の

諸活動を市民に説明する責務が全うされる

ようにするとともに、市民の市政に対する

理解と信頼を深め、市民による行政の監視

と参加を一層促進し、公正で民主的な市政

の発展に寄与することを目的とする。 

第 1条 この条例は、市民の知る権利の理念

にのっとり、行政文書の開示を請求する市

民の権利及び情報公開の総合的な推進に関

し必要な事項を定めることにより、行政運

営の公開性の向上を図り、もって市行政の

諸活動を市民に説明する責務が全うされる

ようにするとともに、市民の市政に対する

理解と信頼を深め、市民による行政の監視

と参加を一層促進し、公正で民主的な市政

の発展に寄与することを目的とする。 

(定義) (定義) 

第 2 条 この条例において、次の各号に掲げ

る用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

第 2条 この条例において、次の各号に掲げ

る用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

(1) 実施機関 市長、教育委員会、選挙管

理委員会、監査委員、公平委員会、農業

委員会、固定資産評価審査委員会、水道

事業管理者、消防長及び議会並びに野田

市土地開発公社(以下「土地開発公社」と

いう。)をいう。 

(1) 実施機関 市長、教育委員会、選挙管

理委員会、監査委員、公平委員会、農業

委員会、固定資産評価審査委員会、水道

事業管理者、消防長及び議会並びに野田

市土地開発公社(以下「土地開発公社」と

いう。)をいう。 

(2) 行政文書 実施機関の職員(土地開発

公社にあっては、役員を含む。以下この

号において同じ。)が職務上作成し、又は

取得した文書、図画及び電磁的記録(電子

的方式、磁気的方式その他人の知覚に

よっては認識することができない方式で

作られた記録をいう。以下同じ。)であっ

て、当該実施機関の職員が組織的に用い

るものとして、当該実施機関が保有して

いるもの(地方自治法(昭和 22年法律第 6

7号)第 244 条の 2第 3項に規定する指定

管理者(以下「指定管理者」という。)に

公の施設の管理を行わせる場合にあって

は、指定管理者の職員が当該管理の業務

上作成し、又は取得した文書、図画及び

電磁的記録であって、当該指定管理者の

職員が当該管理の業務上組織的に用いる

ものとして、当該指定管理者が保有して

いるものを含む。)をいう。ただし、次に

掲げるものを除く。 

(2) 行政文書 実施機関の職員(土地開発

公社にあっては、役員を含む。以下この

号において同じ。)が職務上作成し、又は

取得した文書、図画及び電磁的記録(電子

的方式、磁気的方式その他人の知覚に

よっては認識することができない方式で

作られた記録をいう。以下同じ。)であっ

て、当該実施機関の職員が組織的に用い

るものとして、当該実施機関が保有して

いるもの(地方自治法(昭和 22年法律第 6

7号)第 244 条の 2第 3項に規定する指定

管理者(以下「指定管理者」という。)に

公の施設の管理を行わせる場合にあって

は、指定管理者の職員が当該管理の業務

上作成し、又は取得した文書、図画及び

電磁的記録であって、当該指定管理者の

職員が当該管理の業務上組織的に用いる

ものとして、当該指定管理者が保有して

いるものを含む。)をいう。ただし、次に

掲げるものを除く。 

ア 一般に容易に入手することができる

もの又は一般に利用することができる

ア 一般に容易に入手することができる

もの又は一般に利用することができる
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施設において閲覧に供されているもの 施設において閲覧に供されているもの 

イ 図書館等において歴史的若しくは文

化的な資料又は学術研究用の資料とし

て特別に保有しているもの 

イ 図書館等において歴史的若しくは文

化的な資料又は学術研究用の資料とし

て特別に保有しているもの 

第 2章 行政文書の開示 第 2章 行政文書の開示 

(開示請求権) (開示請求権) 

第 3 条 次の各号に掲げるものは、この条例

の定めるところにより、実施機関に対し、

行政文書の開示(第 5 号に掲げるものに

あっては、そのものの有する利害関係に係

る行政文書の開示に限る。)を請求すること

ができる。 

第 3条 次の各号に掲げるものは、この条例

の定めるところにより、実施機関に対し、

行政文書の開示(第 5 号に掲げるものに

あっては、そのものの有する利害関係に係

る行政文書の開示に限る。)を請求すること

ができる。 

(1) 市内に住所を有する者 (1) 市内に住所を有する者 

(2) 市内に事務所又は事業所を有する個

人及び法人その他の団体 

(2) 市内に事務所又は事業所を有する個

人及び法人その他の団体 

(3) 市内に存する事務所又は事業所に勤

務する者 

(3) 市内に存する事務所又は事業所に勤

務する者 

(4) 市内に存する学校に在学する者 (4) 市内に存する学校に在学する者 

(5) 前各号に掲げるもののほか、実施機関

が行う事務事業に利害関係を有するもの 

(5) 前各号に掲げるもののほか、実施機関

が行う事務事業に利害関係を有するもの 

(開示請求の手続) (開示請求の手続) 

第 4 条 行政文書の開示を請求しようとする

者は、実施機関に対し、請求に係る行政文

書を特定するために必要な事項その他所定

の事項を記載した書面を提出しなければな

らない。 

第 4条 行政文書の開示を請求しようとする

者は、実施機関に対し、請求に係る行政文

書を特定するために必要な事項その他所定

の事項を記載した書面を提出しなければな

らない。 

2 実施機関は、前項の書面に形式上の不備が

あると認めるときは、行政文書の開示の請

求(以下「開示請求」という。)をした者(以

下「開示請求者」という。)に対し、相当の

期間を定めて、その補正を求めることがで

きる。この場合において、実施機関は、開

示請求者に対し、補正の参考となる情報を

提供するよう努めなければならない。 

2 実施機関は、前項の書面に形式上の不備が

あると認めるときは、行政文書の開示の請

求(以下「開示請求」という。)をした者(以

下「開示請求者」という。)に対し、相当の

期間を定めて、その補正を求めることがで

きる。この場合において、実施機関は、開

示請求者に対し、補正の参考となる情報を

提供するよう努めなければならない。 

(実施機関の開示義務) (実施機関の開示義務) 

第 5 条 実施機関は、開示請求があった場合

は、開示請求に係る行政文書に次条に規定

する不開示情報が記録されているときを除

き、開示請求者に対し、当該行政文書を開

示しなければならない。 

第 5条 実施機関は、開示請求があった場合

は、開示請求に係る行政文書に次条に規定

する不開示情報が記録されているときを除

き、開示請求者に対し、当該行政文書を開

示しなければならない。 

2 開示請求に係る行政文書の一部に不開示

情報が記録されている場合において、当該

部分が当該部分を除いた部分と容易に区分

することができるときは、実施機関は、開

示請求者に対し、当該部分を除いた部分に

つき開示しなければならない。ただし、当

該部分を除いて開示することが制度の趣旨

に合致しないと認められるときは、この限

りでない。 

2 開示請求に係る行政文書の一部に不開示

情報が記録されている場合において、当該

部分が当該部分を除いた部分と容易に区分

することができるときは、実施機関は、開

示請求者に対し、当該部分を除いた部分に

つき開示しなければならない。ただし、当

該部分を除いて開示することが制度の趣旨

に合致しないと認められるときは、この限

りでない。 
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(不開示情報) (不開示情報) 

第 6 条 不開示情報は、次の各号に掲げる情

報とする。 

(1) 個人に関する情報(事業を営む個人の

当該事業に関する情報を除く。)であっ

て、当該情報に含まれる氏名、生年月日

その他の記述等(文書、図画若しくは電磁

的記録に記載され、若しくは記録され、

又は音声、動作その他の方法を用いて表

された一切の事項をいう。)により特定の

個人を識別することができるもの(他の

情報と照合することにより、特定の個人

を識別することができることとなるもの

を含む。)又は特定の個人を識別すること

はできないが、公にすることにより、な

お個人の権利利益を害するおそれがある

もの。ただし、次に掲げる情報を除く。 

ア 法令又は条例(以下「法令等」とい

う。)の規定により又は慣行として公に

され、又は公にすることが予定されて

いる情報 

イ 人の生命、健康、生活又は財産を保

護するため、公にすることが必要であ

ると認められる情報 

ウ 当該個人が公務員等(国家公務員法

(昭和 22年法律第120号)第 2条第 1項

に規定する国家公務員(独立行政法人

通則法(平成 11年法律第103号)第 2条

第 4 項に規定する行政執行法人の役員

及び職員を除く。)、独立行政法人等(独

立行政法人等の保有する情報の公開に

関する法律(平成13年法律第140号)第

2 条第 1 項に規定する独立行政法人等

をいう。以下同じ。)の役員及び職員、

地方公務員法(昭和25年法律第261号)

第 2 条に規定する地方公務員並びに地

方独立行政法人(地方独立行政法人法

(平成 15年法律第118号)第 2条第 1項

に規定する地方独立行政法人をいう。

以下同じ。)の役員及び職員をいう。)

である場合において、当該情報がその

職務の遂行に係る情報であるときは、

当該情報のうち、当該公務員等の職及

び当該職務遂行の内容に係る部分 

(2) 法人その他の団体(国、独立行政法人

等、地方公共団体、地方独立行政法人及

び土地開発公社を除く。以下「法人等」

という。)に関する情報又は事業を営む個

人の当該事業に関する情報であって、次

第 6条 不開示情報は、次の各号に掲げる情

報とする。 

(1) 法令又は条例(以下「法令等」という。)

の定めるところにより、開示することが

できないと認められる情報 

(2) 個人に関する情報(事業を営む個人の

当該事業に関する情報を除く。)であっ

て、特定の個人が識別され又は他の情報

と照合することにより識別され得るも

の。ただし、次に掲げる情報を除く。 

ア 法令等の規定により又は慣行として

公にされている情報又は公にすること

が予定されている情報 

イ 氏名その他特定の個人が識別され得

る情報の部分を除くことにより、開示

しても、本号により保護される個人の

利益が害されるおそれがないと認めら

れることとなる部分の情報 

ウ 当該個人が公務員等(国家公務員法

(昭和 22年法律第120号)第 2条第 1項

に規定する国家公務員(独立行政法人

通則法(平成 11年法律第103号)第 2条

第 4 項に規定する行政執行法人の役員

及び職員を除く。)、独立行政法人等(独

立行政法人等の保有する情報の公開に

関する法律(平成13年法律第140号)第

2 条第 1 項に規定する独立行政法人等

をいう。以下同じ。)の役員及び職員、

地方公務員法(昭和25年法律第261号)

第 2 条に規定する地方公務員、地方独

立行政法人(地方独立行政法人法(平成

15年法律第118号)第2条第1項に規定

する地方独立行政法人をいう。以下同

じ。)の役員及び職員並びに土地開発公

社の役員及び職員をいう。以下同じ。)

である場合において、当該情報がその

職務の遂行に係る情報であるときは、

当該情報のうち当該公務員等の職及び

当該職務遂行の内容に係る部分 

エ 人の生命、身体、健康、財産又は生

活を保護するため、開示することがよ

り必要であると認められる情報 

(3) 法人その他の団体(国、独立行政法人

等、地方公共団体、地方独立行政法人及

び土地開発公社を除く。以下「法人等」

という。)に関する情報又は事業を営む個

人の当該事業に関する情報であって、次

に掲げるもの。ただし、当該法人等若し
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に掲げるもの。ただし、人の生命、健康、

生活又は財産を保護するため、公にする

ことが必要であると認められる情報を除

く。 

ア 公にすることにより、当該法人等又

は当該個人の権利、競争上の地位その

他正当な利益を害するおそれがあるも

の 

イ 実施機関の要請を受けて、公にしな

いとの条件で任意に提供されたもので

あって、法人等又は個人における通例

として公にしないこととされているも

のその他の当該条件を付することが当

該情報の性質、当時の状況等に照らし

て合理的であると認められるもの 

(3) 公にすることにより、国の安全が害さ

れるおそれ、他国若しくは国際機関との

信頼関係が損なわれるおそれ又は他国若

しくは国際機関との交渉上不利益を被る

おそれがあると実施機関が認めることに

つき相当の理由がある情報 

(4) 公にすることにより、犯罪の予防、鎮

圧又は捜査、公訴の維持、刑の執行その

他の公共の安全と秩序の維持に支障を及

ぼすおそれがあると実施機関が認めるこ

とにつき相当の理由がある情報 

(5) 国の機関、独立行政法人等、地方公共

団体、地方独立行政法人及び実施機関の

内部又は相互間における審議、検討又は

協議に関する情報であって、公にするこ

とにより、率直な意見の交換若しくは意

思決定の中立性が不当に損なわれるおそ

れ、不当に市民の間に混乱を生じさせる

おそれ又は特定の者に不当に利益を与え

若しくは不利益を及ぼすおそれがあるも

の 

(6) 国の機関、独立行政法人等、地方公共

団体、地方独立行政法人又は実施機関が

行う事務又は事業に関する情報であっ

て、公にすることにより、次に掲げるお

それその他当該事務又は事業の性質上、

当該事務又は事業の適正な遂行に支障を

及ぼすおそれがあるもの 

ア 監査、検査、取締り、試験又は租税

の賦課若しくは徴収に係る事務に関

し、正確な事実の把握を困難にするお

それ又は違法若しくは不当な行為を容

易にし、若しくはその発見を困難にす

るおそれ 

くは当該個人の事業活動によって生ずる

人の生命、身体若しくは健康への危害又

は財産若しくは生活の侵害から保護する

ため、開示することがより必要であると

認められるものを除く。 

ア 開示することにより、当該法人等又

は当該個人の競争上の地位、財産権そ

の他正当な利益を害するおそれがある

もの 

イ 実施機関からの要請を受けて、公に

しないとの約束の下に、任意に提供さ

れたもので、法人等又は個人における

常例として公にしないこととされてい

るものその他の当該約束の締結が状況

に照らし合理的であると認められるも

の 

(4) 開示することにより、犯罪の予防又は

捜査、公訴の維持、刑の執行、警備その

他の公共の安全と秩序の維持に支障を及

ぼすおそれがあると認めるに足りる相当

の理由がある情報 

(5) 実施機関内部又は実施機関相互の審

議、検討又は協議に関する情報であって、

開示することにより、率直な意見の交換

若しくは意思決定の中立性が不当に損な

われるおそれ、不当に市民の間に混乱を

生じさせるおそれ又は特定の者に不当に

利益を与え若しくは不利益を及ぼすおそ

れがあるもの 

(6) 監査、検査、取締り、争訟、交渉、契

約、試験、調査、研究、人事管理、市が

行う事業経営その他実施機関の事務又は

事業に関する情報であって、開示するこ

とにより、当該事務又は事業の性質上、

当該事務又は事業の適正な遂行に支障を

及ぼすおそれがあるもの 
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イ 契約、交渉又は争訟に係る事務に関

し、国、独立行政法人等、地方公共団

体、地方独立行政法人又は実施機関の

財産上の利益又は当事者としての地位

を不当に害するおそれ 

ウ 調査研究に係る事務に関し、その公

正かつ能率的な遂行を不当に阻害する

おそれ 

エ 人事管理に係る事務に関し、公正か

つ円滑な人事の確保に支障を及ぼすお

それ 

オ 独立行政法人等、地方公共団体が経

営する企業又は地方独立行政法人に係

る事業に関し、その企業経営上の正当

な利益を害するおそれ 

(公益上の理由による裁量的開示) (公益上の理由による裁量的開示) 

第 7 条 実施機関は、開示請求に係る行政文

書に不開示情報が記録されている場合にお

いて、不開示情報の規定により保護される

利益に優越する公益上の理由があると認め

るときは、前 2 条の規定にかかわらず、開

示請求者に対し、当該行政文書を開示する

ことができる。 

第 7条 実施機関は、開示請求に係る行政文

書に不開示情報が記録されている場合にお

いて、不開示情報の規定により保護される

利益に優越する公益上の理由があると認め

るときは、前 2 条の規定にかかわらず、開

示請求者に対し、当該行政文書を開示する

ことができる。 

(行政文書の存否に関する情報) (行政文書の存否に関する情報) 

第 8 条 開示請求に対し、当該開示請求に係

る行政文書が存在しているか、又は存在し

ていないかを答えるだけで、不開示情報の

規定により保護される利益が不開示情報を

開示した場合と同様に害されることとなる

ときは、実施機関は、開示請求に係る行政

文書の存否を明らかにしないで、請求を拒

否することができる。 

第 8条 開示請求に対し、当該開示請求に係

る行政文書が存在しているか、又は存在し

ていないかを答えるだけで、不開示情報の

規定により保護される利益が不開示情報を

開示した場合と同様に害されることとなる

ときは、実施機関は、開示請求に係る行政

文書の存否を明らかにしないで、請求を拒

否することができる。 

(開示請求に対する措置) (開示請求に対する措置) 

第 9 条 開示請求に係る行政文書を開示する

ときは、実施機関は、開示の決定をし、開

示請求者に対し、書面で、その旨及び開示

の実施に関し必要な事項を通知しなければ

ならない。 

第 9条 開示請求に係る行政文書を開示する

ときは、実施機関は、開示の決定をし、開

示請求者に対し、書面で、その旨及び開示

の実施に関し必要な事項を通知しなければ

ならない。 

2 開示請求に係る行政文書を開示しないと

きは、実施機関は、請求拒否の決定をし、

開示請求者に対し、書面で、その旨を通知

しなければならない。 

2 開示請求に係る行政文書を開示しないと

きは、実施機関は、請求拒否の決定をし、

開示請求者に対し、書面で、その旨を通知

しなければならない。 

3 前条の規定により請求を拒否するとき及

び開示請求に係る行政文書が存在しないこ

とその他の理由により請求を拒否するとき

も、前項と同様とする。 

3 前条の規定により請求を拒否するとき及

び開示請求に係る行政文書が存在しないこ

とその他の理由により請求を拒否するとき

も、前項と同様とする。 

(開示等決定の期限) (開示等決定の期限) 

第 10 条 前条に規定する決定(以下「開示等

決定」という。)は、開示請求があった日の

第 10 条 前条に規定する決定(以下「開示等

決定」という。)は、開示請求があった日の
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翌日から起算して 30 日以内にしなければ

ならない。ただし、第 4 条第 2 項の規定に

より補正を求めた場合にあっては、当該補

正に要した日数は、当該期間に算入しない。 

翌日から起算して 15 日以内にしなければ

ならない。ただし、第 4 条第 2 項の規定に

より補正を求めた場合にあっては、当該補

正に要した日数は、当該期間に算入しない。 

2 前項の規定にかかわらず、実施機関は、事

務処理上の困難その他正当な理由により同

項に規定する期間内に開示等決定をするこ

とができないときは、30 日を限度として、

これを延長することができる。この場合に

おいて、実施機関は、開示請求者に対し、

同項の期間内に開示等決定ができない理由

及び延長する期間を通知しなければならな

い。 

2 前項の規定にかかわらず、実施機関は、事

務処理上の困難その他正当な理由により同

項に規定する期間内に開示等決定をするこ

とができないときは、30 日を限度として、

これを延長することができる。この場合に

おいて、実施機関は、開示請求者に対し、

同項の期間内に開示等決定ができない理由

及び延長する期間を通知しなければならな

い。 

(著しく大量な行政文書の開示請求に係る

開示等決定の期限の特例) 

(著しく大量な行政文書の開示請求に係る

開示等決定の期限の特例) 

第 11 条 開示請求に係る行政文書が著しく

大量であるため、60日以内にそのすべてに

ついて開示等決定をすることにより事務の

遂行に著しい支障を生ずるおそれがある場

合には、実施機関は、開示請求に係る行政

文書の相当の部分につき、当該期間内に開

示等決定をし、残りの部分については、相

当の期間内に開示等決定をすれば足りる。

この場合においては、前条第 1 項の期間内

に、同条第 2 項後段の規定の例により、開

示請求者に通知しなければならない。 

第 11 条 開示請求に係る行政文書が著しく

大量であるため、45日以内にそのすべてに

ついて開示等決定をすることにより事務の

遂行に著しい支障を生ずるおそれがある場

合には、実施機関は、開示請求に係る行政

文書の相当の部分につき、当該期間内に開

示等決定をし、残りの部分については、相

当の期間内に開示等決定をすれば足りる。

この場合においては、前条第 1 項の期間内

に、同条第 2 項後段の規定の例により、開

示請求者に通知しなければならない。 

(事案の移送) (事案の移送) 

第 12 条 実施機関は、開示請求に係る行政文

書が他の実施機関により作成されたもので

あるときその他相当の理由があるときは、

関係実施機関と協議の上、事案を移送する

ことができる。この場合においては、開示

請求者に対し、その旨を通知しなければな

らない。 

第 12 条 実施機関は、開示請求に係る行政文

書が他の実施機関により作成されたもので

あるときその他相当の理由があるときは、

関係実施機関と協議の上、事案を移送する

ことができる。この場合においては、開示

請求者に対し、その旨を通知しなければな

らない。 

(第三者保護に関する手続) (第三者保護に関する手続) 

第 13 条 開示請求に係る行政文書に国、独立

行政法人等、他の地方公共団体、地方独立

行政法人及び開示請求者以外の者(以下「第

三者」という。)に関する情報が記録されて

いるときは、実施機関は、開示等決定をす

るに際し、当該第三者の意見を聴くことが

できる。 

第 13 条 開示請求に係る行政文書に国、独立

行政法人等、他の地方公共団体、地方独立

行政法人及び開示請求者以外の者(以下「第

三者」という。)に関する情報が記録されて

いるときは、実施機関は、開示等決定をす

るに際し、当該第三者の意見を聴くことが

できる。 

2 開示請求に係る行政文書に第三者に関す

る情報が記録されている場合において、第

6 条第 1 号ただし書イ、同条第 2 号ただし

書又は第 7 条の規定によりこれを開示しよ

うとするときは、実施機関は、開示の決定

に先立ち、当該第三者に対し、所定の事項

を通知して、意見を述べる機会を与えなけ

2 開示請求に係る行政文書に第三者に関す

る情報が記録されている場合において、第

6 条第 2 号ただし書エ、同条第 3 号ただし

書又は第 7 条の規定によりこれを開示しよ

うとするときは、実施機関は、開示の決定

に先立ち、当該第三者に対し、所定の事項

を通知して、意見を述べる機会を与えなけ
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ればならない。 ればならない。 

3 前 2 項に定める手続がとられた場合にお

いて、当該行政文書を開示するときは、実

施機関は、開示の決定と開示を実施する期

日との間に当該第三者が審査請求の手続を

講ずるに足りる相当の期間を確保するとと

もに、開示の決定後速やかに、当該第三者

に対し、所定の事項を通知するものとする。 

3 前 2 項に定める手続がとられた場合にお

いて、当該行政文書を開示するときは、実

施機関は、開示の決定と開示を実施する期

日との間に当該第三者が審査請求の手続を

講ずるに足りる相当の期間を確保するとと

もに、開示の決定後速やかに、当該第三者

に対し、所定の事項を通知するものとする。 

(開示の方法等) (開示の方法等) 

第 14 条 行政文書の開示は、次の各号に掲げ

る行政文書の区分に応じ、当該各号に定め

る方法により行う。 

第 14 条 行政文書の開示は、次の各号に掲げ

る行政文書の区分に応じ、当該各号に定め

る方法により行う。 

(1) 文書又は図画にあっては、当該開示請

求に係る部分の閲覧又は写しの交付 

(1) 文書又は図画にあっては、当該開示請

求に係る部分の閲覧又は写しの交付 

(2) 電磁的記録にあっては、当該開示請求

に係る部分の視聴、閲覧、写しの交付そ

の他の電磁的記録の種類、情報化の進展

状況等を勘案して規則で定める方法 

(2) 電磁的記録にあっては、当該開示請求

に係る部分の視聴、閲覧、写しの交付そ

の他の電磁的記録の種類、情報化の進展

状況等を勘案して規則で定める方法 

2 前項各号の視聴又は閲覧の方法による行

政文書の開示にあっては、実施機関は、当

該行政文書の保存に支障を生ずるおそれが

あると認めるときその他合理的な理由があ

るときは、その写しによりこれを行うこと

ができる。 

2 前項各号の視聴又は閲覧の方法による行

政文書の開示にあっては、実施機関は、当

該行政文書の保存に支障を生ずるおそれが

あると認めるときその他合理的な理由があ

るときは、その写しによりこれを行うこと

ができる。 

3 行政文書の視聴又は閲覧は、実施機関が指

定する日時及び場所においてしなければな

らない。 

3 行政文書の視聴又は閲覧は、実施機関が指

定する日時及び場所においてしなければな

らない。 

4 行政文書の視聴又は閲覧をする者は、行政

文書を丁寧に取り扱い、汚損、破損、加筆

等の行為をしてはならない。 

4 行政文書の視聴又は閲覧をする者は、行政

文書を丁寧に取り扱い、汚損、破損、加筆

等の行為をしてはならない。 

5 実施機関は、行政文書の視聴又は閲覧を受

ける者が当該視聴又は閲覧に係る行政文書

を汚損し、若しくは破損し、又はその内容

を損傷するおそれがあると認めるときは、

当該行政文書の視聴又は閲覧を中止させる

ことができる。 

5 実施機関は、行政文書の視聴又は閲覧を受

ける者が当該視聴又は閲覧に係る行政文書

を汚損し、若しくは破損し、又はその内容

を損傷するおそれがあると認めるときは、

当該行政文書の視聴又は閲覧を中止させる

ことができる。 

6 第 1 項各号の写しの交付の方法による行

政文書の開示における交付部数は、当該行

政文書 1件につき 1部とする。 

6 第 1 項各号の写しの交付の方法による行

政文書の開示における交付部数は、当該行

政文書 1件につき 1部とする。 

(手数料及び費用の負担) (手数料及び費用の負担) 

第 15 条 行政文書の開示に関する手数料は、

無料とする。 

第 15 条 行政文書の開示に関する手数料は、

無料とする。 

2 この条例に定める行政文書の写しの交付

を受ける者は、規則で定めるところにより、

当該写しの作成及び送付に要する費用を負

担しなければならない。 

2 この条例に定める行政文書の写しの交付

を受ける者は、規則で定めるところにより、

当該写しの作成及び送付に要する費用を負

担しなければならない。 

(他の制度との調整) (他の制度との調整) 

第 15 条の 2 この条例は、法令等の規定によ

り行政文書を閲覧し、若しくは縦覧し、又

第 15 条の 2 この条例は、法令等の規定によ

り行政文書を閲覧し、若しくは縦覧し、又
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は行政文書の謄本、抄本等の交付を受ける

ことができるときは、適用しない。 

は行政文書の謄本、抄本等の交付を受ける

ことができるときは、適用しない。 

第 3章 審査請求 

 

第 3 章 審査請求 

 

(審理員による審理手続に関する規定の適

用除外) 

 

第15条の3 開示等決定又は開示請求に係る

不作為に係る審査請求については、行政不

服審査法(平成 26 年法律第 68 号)第 9 条第

1項本文の規定は、適用しない。 

 

 (審査請求に関する手続)  (審査請求に関する手続) 

第 16 条 開示等決定又は開示請求に係る不

作為について、審査請求があったときは、

当該審査請求に対する裁決をすべき審査庁

は、次の各号のいずれかに該当する場合を

除き、野田市情報公開・個人情報保護審査

会に諮問しなければならない。 

第 16 条 開示等決定又は開示等決定に係る

不作為について、行政不服審査法(平成 26

年法律第 68 号。以下「行審法」という。)

に基づく審査請求があったときは、当該審

査請求に対する裁決をすべき審査庁は、次

の各号のいずれかに該当する場合を除き、

野田市情報公開・個人情報保護審査会に諮

問しなければならない。 

(1) 審査請求が不適法であり、却下する場

合 

(1) 審査請求が不適法であり、却下する場

合 

(2) 裁決で、審査請求の全部を認容し、当

該審査請求に係る行政文書の全部を開示

することとする場合(第 13 条第 1 項又は

第 2 項の規定により当該行政文書の開示

について反対の意思を表示した意見が表

明されている場合を除く。) 

(2) 裁決で、審査請求の全部を認容し、当

該審査請求に係る行政文書の全部を開示

することとする場合(第 13 条第 1 項又は

第 2 項の規定により当該行政文書の開示

について反対の意思を表示した意見が表

明されている場合を除く。) 

2 前項の規定により諮問をした審査庁は、次

に掲げる者に対し、諮問をした旨を通知し

なければならない。 

2 前項の規定による諮問は、次の各号に掲げ

る審査庁の区分に応じ、当該各号に掲げる

書類を添付してしなければならない。 

(1) 審査請求人及び参加人(行政不服審査

法第 13 条第 4 項に規定する参加人をい

う。以下同じ。) 

(1) 市長及び議会並びに土地開発公社 

行審法第42条第2項の規定により審理員

から提出された審理員意見書及び事件記

録の写し 

(2) 開示請求者(開示請求者が審査請求人

又は参加人である場合を除く。)  

(2) 教育委員会、選挙管理委員会、監査委

員、公平委員会、農業委員会及び固定資

産評価審査委員会 行審法第 9 条第 3 項

において読み替えて適用する行審法第29

条第 2項の弁明書 

(3) 当該審査請求に係る行政文書の開示

について反対の意思を表示した意見を表

明した第三者 (当該第三者開示請求者が

審査請求人又は参加人である場合を除

く。) 

 

3 第 13 条第 3項の規定は、次の各号のいず

れかに該当する裁決をする場合について準

用する。 

(1) 開示決定に対する第三者からの審査

請求を却下し、又は棄却する裁決 

3 第 1 項の規定により諮問をした審査庁は、

当該諮問に対する答申を受けたときは、こ

れを尊重して、遅滞なく、当該審査請求に

対する裁決をしなければならない。 
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(2) 審査請求に係る開示等決定(開示請求

に係る行政文書の全部を開示する旨の決

定を除く。)を変更し、当該審査請求に係

る行政文書を開示する旨の裁決(第三者

である参加人が当該行政文書の開示に反

対の意思を表示している場合に限る。)  

 

第 4 章 情報公開の総合的な推進 第 4章 情報公開の総合的な推進 

(情報公開の総合的な推進) (情報公開の総合的な推進) 

第 17 条 市長は、この条例に定める行政文書

の開示のほか、情報通信技術の活用による

情報の提供その他の情報公開に関する施策

の充実を図り、市民に対する情報公開の総

合的な推進に努めるものとする。 

第 17 条 市長は、この条例に定める行政文書

の開示のほか、情報通信技術の活用による

情報の提供その他の情報公開に関する施策

の充実を図り、市民に対する情報公開の総

合的な推進に努めるものとする。 

(市長の調整及び運用状況の公表) (市長の調整及び運用状況の公表) 

第 18 条 市長は、この条例の円滑な運用を確

保するため、総合的な案内窓口の整備、資

料の提供その他開示請求をしようとする者

の利便を考慮した適切な処置を講ずるもの

とする。 

第 18 条 市長は、この条例の円滑な運用を確

保するため、総合的な案内窓口の整備、資

料の提供その他開示請求をしようとする者

の利便を考慮した適切な処置を講ずるもの

とする。 

2 市長は、必要があると認めるときは、市長

以外の実施機関に対し、情報公開について、

報告を求め、又は指導若しくは助言をする

ことができる。 

2 市長は、必要があると認めるときは、市長

以外の実施機関に対し、情報公開について、

報告を求め、又は指導若しくは助言をする

ことができる。 

3 市長は、この条例の運用状況に関し、毎年

度公表するものとする。 

3 市長は、この条例の運用状況に関し、毎年

度公表するものとする。 

(出資法人等の情報公開) (出資法人等の情報公開) 

第 19 条 市が出資その他財政支出等を行う

法人であって、市長が定めるもの(次項にお

いて「出資法人等」という。)は、この条例

の趣旨にのっとり、情報公開を行うために

必要な措置を講じなければならない。 

第 19 条 市が出資その他財政支出等を行う

法人であって、市長が定めるもの(次項にお

いて「出資法人等」という。)は、この条例

の趣旨にのっとり、情報公開を行うために

必要な措置を講じなければならない。 

2 実施機関は、出資法人等の情報公開が推進

されるよう、必要な措置を講じなければな

らない。 

2 実施機関は、出資法人等の情報公開が推進

されるよう、必要な措置を講じなければな

らない。 

第 5章 補則 第 5章 補則 

(委任) (委任) 

第 20 条 この条例の施行に関し必要な事項

は、市長が定める。 

第 20 条 この条例の施行に関し必要な事項

は、市長が定める。 

  

 





1 

野田市情報公開・個人情報保護審査会条例の一部改正案新旧対照表 

（下線の部分は改正部分） 

○ 野田市情報公開・個人情報保護審査会条例（平成23年野田市条例第1号） 

改  正  案 現     行 

(設置) (設置) 

第 1 条 本市における情報公開制度及び個人

情報保護制度の適正かつ公正な運営を確保

するため、地方自治法(昭和 22 年法律第 67

号)第 138 条の 4第 3項の規定に基づき、野

田市情報公開・個人情報保護審査会(以下

「審査会」という。)を設置する。 

第 1条 本市における情報公開制度及び個人

情報保護制度の適正かつ公正な運営を確保

するため、地方自治法(昭和 22 年法律第 67

号)第 138 条の 4第 3 項の規定に基づき、野

田市情報公開・個人情報保護審査会(以下

「審査会」という。)を設置する。 

(定義) (定義) 

第 2 条 この条例において、次の各号に掲げ

る用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

第 2条 この条例において、次の各号に掲げ

る用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

(1) 実施機関 市長、教育委員会、選挙管

理委員会、監査委員、公平委員会、農業

委員会、固定資産評価審査委員会、水道

事業管理者、消防長及び議会並びに野田

市土地開発公社をいう。 

(1) 実施機関 野田市情報公開条例(平成

8 年野田市条例第 25 号)第 2 条第 1 号又

は野田市個人情報保護条例(平成 12 年野

田市条例第 25 号)第 2 条第 1 号に規定す

る実施機関をいう。 

(2) 諮問庁 野田市情報公開条例(平成 8

年野田市条例第 25 号)第 16 条第 1項、野

田市議会の個人情報の保護に関する条例

（令和 4年野田市条例第   号）又は個人

情報の保護に関する法律（平成 15 年法律

第 57 号）第 105 条第 3項の規定により準

用する同条第 1 項の規定により審査会に

諮問をした審査庁をいう。 

(2) 諮問庁 野田市情報公開条例第 16 条

第 1項又は野田市個人情報保護条例第 31

条第 1 項の規定により審査会に諮問をし

た審査庁をいう。 

(3) 行政文書 野田市情報公開条例第 2

条第 2号に規定する行政文書をいう。 

(3) 行政文書 野田市情報公開条例第 2

条第 2号に規定する行政文書をいう。 

(4) 個人情報 個人情報の保護に関する

法律第 2 条第 1 項に規定する個人情報を

いう。 

(4) 個人情報 野田市個人情報保護条例

第2条第2号に規定する個人情報をいう。 

(所掌事務) (所掌事務) 

第 3 条 審査会の所掌事務は、次のとおりと

する。 

第 3条 審査会の所掌事務は、次のとおりと

する。 

(1) 野田市情報公開条例第 16 条第 1 項又

は個人情報の保護に関する法律第 105 条

第 3 項の規定により準用する同条第 1 項

の規定による諮問に応じ審査請求につい

て調査審議し、答申すること。 

(1) 野田市情報公開条例第 16 条第 1 項又

は野田市個人情報保護条例第31条第1項

の規定による諮問に応じ審査請求につい

て調査審議し、答申すること。 

(2) 野田市個人情報の保護に関する法律

施行条例（令和 4年野田市条例第   号）

第 7 条の規定による諮問に応じ、調査審

議し、答申すること。 

(2) 野田市個人情報保護条例によりその

権限に属させられた事項について調査審

議すること。 

(3) 実施機関からの諮問に応じ情報公開

制度その他情報公開に関する重要な事項

及び個人情報保護制度その他個人情報保

(3) 実施機関からの諮問に応じ情報公開

制度その他情報公開に関する重要な事項

及び個人情報保護制度その他個人情報保
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護に関する重要な事項について調査審議

し、答申すること。 

護に関する重要な事項について調査審議

し、答申すること。 

(4) 前 3号の規定による調査審議のほか、

情報公開制度その他情報公開に関する重

要な事項及び個人情報保護制度その他個

人情報保護に関する重要な事項について

実施機関に意見を述べること。 

(4) 前 3号の規定による調査審議のほか、

情報公開制度その他情報公開に関する重

要な事項及び個人情報保護制度その他個

人情報保護に関する重要な事項について

実施機関に意見を述べること。 

(組織) (組織) 

第 4 条 審査会は、委員 5人以内をもって組

織する。 

第 4条 審査会は、委員 5人以内をもって組

織する。 

(委員) (委員) 

第 5 条 委員は、学識経験者のうちから市長

が委嘱する。 

第 5条 委員は、学識経験者のうちから市長

が委嘱する。 

2 委員の任期は、2年とする。ただし、補欠

の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

2 委員の任期は、2年とする。ただし、補欠

の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

3 委員は、再任されることができる。 3 委員は、再任されることができる。 

4 委員は、職務上知ることができた秘密を漏

らしてはならない。その職を退いた後も同

様とする。 

4 委員は、職務上知ることができた秘密を漏

らしてはならない。その職を退いた後も同

様とする。 

(会長) (会長) 

第 6 条 審査会に、会長を置き、委員の互選

により選任する。 

第 6条 審査会に、会長を置き、委員の互選

により選任する。 

2 会長は、会務を総理し、審査会を代表する。 2 会長は、会務を総理し、審査会を代表する。 

3 会長に事故があるときは、あらかじめその

指名する委員が、その職務を代理する。 

3 会長に事故があるときは、あらかじめその

指名する委員が、その職務を代理する。 

(会議) (会議) 

第 7 条 審査会の会議は、会長が招集し、議

長となる。 

第 7条 審査会の会議は、会長が招集し、議

長となる。 

2 審査会は、委員の半数以上が出席しなけれ

ば、会議を開くことができない。 

2 審査会は、委員の半数以上が出席しなけれ

ば、会議を開くことができない。 

3 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、

可否同数のときは、議長の決するところに

よる。 

3 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、

可否同数のときは、議長の決するところに

よる。 

(審査会の調査権限) (審査会の調査権限) 

第 8 条 審査会は、その所掌事務を遂行する

ために必要があると認めるときは、諮問庁

に対し、行政文書又は個人情報の提示を求

めることができる。この場合においては、

何人も、審査会に対し、その提示された行

政文書又は個人情報の開示を求めることが

できない。 

第 8条 審査会は、その所掌事務を遂行する

ために必要があると認めるときは、諮問庁

に対し、行政文書又は個人情報の提示を求

めることができる。この場合においては、

何人も、審査会に対し、その提示された行

政文書又は個人情報の開示を求めることが

できない。 

2 諮問庁は、審査会から前項の規定による求

めがあったときは、これを拒んではならな

い。 

2 諮問庁は、審査会から前項の規定による求

めがあったときは、これを拒んではならな

い。 

3 審査会は、その所掌事務を遂行するために

必要があると認めるときは、諮問庁に対し、

行政文書に記録されている情報又は個人情

報に含まれている情報の内容を審査会の指

定する方法により分類又は整理した資料を

3 審査会は、その所掌事務を遂行するために

必要があると認めるときは、諮問庁に対し、

行政文書に記録されている情報又は個人情

報に含まれている情報の内容を審査会の指

定する方法により分類又は整理した資料を
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作成し、審査会に提出するよう求めること

ができる。 

作成し、審査会に提出するよう求めること

ができる。 

4 第 1 項及び前項に定めるもののほか、審査

会は、諮問に関し、審査請求人、参加人(行

政不服審査法(平成 26年法律第68号)第 13

条第 4 項に規定する参加人をいう。次条第

2 項及び第 12 条において同じ。)又は諮問

庁(以下「審査請求人等」という。)に意見

書又は資料の提出を求めること、適当と認

める者にその知っている事実を陳述させる

ことその他必要な調査をすることができ

る。 

4 第 1 項及び前項に定めるもののほか、審査

会は、諮問に関し、審査請求人、参加人(行

政不服審査法(平成 26年法律第68号)第 13

条第 4 項に規定する参加人をいう。次条第

2 項及び第 12 条において同じ。)又は諮問

庁(以下「審査請求人等」という。)に意見

書又は資料の提出を求めること、適当と認

める者にその知っている事実を陳述させる

ことその他必要な調査をすることができ

る。 

(意見の陳述) (意見の陳述) 

第 9 条 審査会は、審査請求人等から申出が

あったときは、当該審査請求人等に口頭で

意見を述べる機会を与えなければならな

い。ただし、審査会がその必要がないと認

めるときは、この限りでない。 

第 9条 審査会は、審査請求人等から申出が

あったときは、当該審査請求人等に口頭で

意見を述べる機会を与えなければならな

い。ただし、審査会がその必要がないと認

めるときは、この限りでない。 

2 前項本文の場合において、審査請求人又は

参加人は、審査会の許可を得て、補佐人と

ともに出頭することができる。 

2 前項本文の場合において、審査請求人又は

参加人は、審査会の許可を得て、補佐人と

ともに出頭することができる。 

(意見書等の提出) (意見書等の提出) 

第 10 条 審査請求人等は、審査会に対し、意

見書又は資料を提出することができる。た

だし、審査会が意見書又は資料を提出すべ

き相当の期間を定めたときは、その期間内

にこれを提出しなければならない。 

第 10 条 審査請求人等は、審査会に対し、意

見書又は資料を提出することができる。た

だし、審査会が意見書又は資料を提出すべ

き相当の期間を定めたときは、その期間内

にこれを提出しなければならない。 

(提出資料の写しの送付等) (提出資料の写しの送付等) 

第 11 条 審査会は、第 8条第 3項若しくは第

4 項又は前条の規定による意見書又は資料

の提出があったときは、当該意見書又は資

料の写し(電磁的記録(電子的方式、磁気的

方式その他人の知覚によっては認識するこ

とができない方式で作られる記録であっ

て、電子計算機による情報処理の用に供さ

れるものをいう。以下この項及び次項にお

いて同じ。)にあっては、当該電磁的記録に

記録された事項を記載した書面)を当該意

見書又は資料を提出した審査請求人等以外

の審査請求人等に送付するものとする。た

だし、第三者の利益を害するおそれがある

と認めるときその他正当な理由があるとき

は、この限りでない。 

第 11 条 審査会は、第 8条第 3項若しくは第

4 項又は前条の規定による意見書又は資料

の提出があったときは、当該意見書又は資

料の写し(電磁的記録(電子的方式、磁気的

方式その他人の知覚によっては認識するこ

とができない方式で作られる記録であっ

て、電子計算機による情報処理の用に供さ

れるものをいう。以下この項及び次項にお

いて同じ。)にあっては、当該電磁的記録に

記録された事項を記載した書面)を当該意

見書又は資料を提出した審査請求人等以外

の審査請求人等に送付するものとする。た

だし、第三者の利益を害するおそれがある

と認めるときその他正当な理由があるとき

は、この限りでない。 

2 審査請求人等は、審査会に対し、審査会に

提出された意見書又は資料の閲覧(電磁的

記録にあっては、記録された事項を審査会

が定める方法により表示したものの閲覧)

を求めることができる。この場合において、

審査会は、第三者の利益を害するおそれが

2 審査請求人等は、審査会に対し、審査会に

提出された意見書又は資料の閲覧(電磁的

記録にあっては、記録された事項を審査会

が定める方法により表示したものの閲覧)

を求めることができる。この場合において、

審査会は、第三者の利益を害するおそれが
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あると認めるときその他正当な理由がある

ときでなければ、その閲覧を拒むことがで

きない。 

あると認めるときその他正当な理由がある

ときでなければ、その閲覧を拒むことがで

きない。 

3 審査会は、第 1項の規定による送付をし、

又は前項の規定による閲覧をさせようとす

るときは、当該送付又は閲覧に係る意見書

又は資料を提出した審査請求人等の意見を

聴かなければならない。ただし、審査会が

その必要がないと認めるときは、この限り

でない。 

3 審査会は、第 1項の規定による送付をし、

又は前項の規定による閲覧をさせようとす

るときは、当該送付又は閲覧に係る意見書

又は資料を提出した審査請求人等の意見を

聴かなければならない。ただし、審査会が

その必要がないと認めるときは、この限り

でない。 

4 審査会は、第 2項の規定による閲覧につい

て、日時及び場所を指定することができる。 

4 審査会は、第 2項の規定による閲覧につい

て、日時及び場所を指定することができる。 

(答申書の送付等) (答申書の送付等) 

第 12 条 審査会は、諮問に対する答申をした

ときは、答申書の写しを審査請求人及び参

加人に送付するとともに、答申の内容を公

表するものとする。 

第 12 条 審査会は、諮問に対する答申をした

ときは、答申書の写しを審査請求人及び参

加人に送付するとともに、答申の内容を公

表するものとする。 

(調査審議手続の非公開) (調査審議手続の非公開) 

第13条 審査会の行う第3条第1号の規定に

よる調査審議の手続及び野田市情報公開条

例第 6 条に規定する不開示情報が含まれる

事項に関する調査審議の手続は、公開しな

い。 

第13条 審査会の行う第3条第1号の規定に

よる調査審議の手続及び野田市情報公開条

例第 6 条に規定する不開示情報が含まれる

事項に関する調査審議の手続は、公開しな

い。 

(委任) (委任) 

第 14 条 この条例の施行に関し必要な事項

は、市長が定める。 

第 14 条 この条例の施行に関し必要な事項

は、市長が定める。 

(罰則) (罰則) 

第15条 第5条第4項の規定に違反して秘密

を漏らした者は、1年以下の懲役又は 50万

円以下の罰金に処する。 

第15条 第5条第4項の規定に違反して秘密

を漏らした者は、1年以下の懲役又は 50万

円以下の罰金に処する。 

  

 



第２号様式（第３条第４項） 

令和４年７月１９日 

 

（届出先）野田市長 

 

届出者 野田市長  

 

 

個人情報取扱事務登録簿変更届出書 

事 務 の 名 称 予防接種法に基づく新型コロナウイルスワクチン接種

に関する事務 

届出部課等の名称 新型コロナウイルスワクチン接種対策室 

変 更 年 月 日 令和４年７月２６日 

変 更 の 理 由 

コンビニエンスストア等に設置される端末機におい

て、個人番号カードに格納されている利用者証明用電

子証明書を使用して、新型コロナウイルス感染症予防

接種証明書を受け取ることができる事業を開始するた

め 

変 更 内 容 

１ 事務の概要の６「接種者からの申請を受け、管理

している接種記録から接種証明書を交付する。」を

「接種者からの申請（電子回線で接続された端末機

から個人番号カードに格納されている利用者証明用

電子証明書を使用して行うものを含む。）を受け、

管理している接種記録から接種証明書を交付する。

」に変更する。 

２ 電子計算機結合の欄に、「有」及び「１号（法令

等）予防接種法施行規則」を追加する。 

備 考  

 





0102-001 

個人情報取扱事務登録簿 

区 分 □共通 ■個別 

実施機関の名称 市長 届出部課等の名称 新型コロナウイルスワクチン接種対策室 
関係課等の名称 保健センター 

届 出 年 月 日 R3.3.24 開 始 年 月 日 R3.2.12 最終変更年月日 R4.7.19 

事 務 の 名 称 予防接種法に基づく新型コロナウイルスワクチン接種に関する事務 

事 務 の 目 的 
新型コロナウイルス感染症の発症や重症化を予防し、まん延を防止するため、予防接

種法に基づき、新型コロナウイルスワクチン接種を実施する。 

事 務 の 概 要 

１ 市は、対象者に対して接種券及び予診票等の接種に必要な書類を交付する。 
２ 対象者は、接種の予約を行う。 
３ 対象者は、予約した医療機関においてワクチン接種を受ける。 
４ 医療機関は、ワクチン接種を受けた事実及び健康状態の情報を市に提出する。 
５ 市は、接種記録を管理する。 
６ 接種者からの申請（電子回線で接続された端末機から個人番号カードに格納されて
いる利用者証明用電子証明書を使用して行うものを含む。）を受け、管理している接種
記録から接種証明書を交付する。 

対 象 者 厚生労働大臣が接種の指示を行う際に指定する対象者 

収

集

項

目 

要配慮個人
情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ■健康情報 ■障がい □犯罪関係 

収集する理由 

■1号(法令等)⇒法令等の名称：予防接種法            

□2号(公益上特に必要)⇒審査会承認：   年  月  日 

上記以外の
項目 

■氏名 ■住所 ■年齢・生年月日 ■性別 ■連絡先 ■個人番号 ■個人識別符号 

■本籍･国籍 □家族情報 □学業・職業等 □収入・支出 □資産 □税情報 

□公的扶助 ■DV等避難事例に関する情報 ■予診票の記載事項（接種日、接種状況、接

種実施医療機関名、ワクチンのロット番号等） ■コールセンター問い合わせの音声デ

ータ ■渡航先の国（地域） ■旅券番号  

収 集 先 

■本人 ■実施機関内部（市民課、子ども家庭総合支援課等、高齢者支援課、障がい者支

援課、生活支援課） 

□他の実施機関（      ）■他の官公庁（他市区町村） 

■民間・私人 （医療機関、介護サービス事業者等）□その他（        ） 

本人以外から収集している理由 

■1号(法令等)⇒法令等の名称：住民基本台帳法 行政手続における特定の個人を識別す

るための番号の利用等に関する法律  

■2号(本人同意) □3号(公の情報) □4号(緊急かつやむを得ない)  

□5号(所在不明等) □6号(他の実施機関から) 

□7号(公益上特に必要)⇒審査会承認：    年  月  日 

経常的な目的外
利用・提供先 

□目的外利用有⇒利用する事務の名称：                     

主な利用項目（                      ） 

□目的外提供有⇒利用する事務の名称：                     

主な提供項目（                      ） 

         □他の実施機関（       ）□他の官公庁（      ） 

         □その他（       ） 

目的外利用・提供の理由 

□1号(法令等) ⇒法令等の名称：              

□2号(本人同意) □3号(公の情報) □4号(緊急かつやむを得ない) 

□5号(公益上特に必要)⇒審査会承認：    年  月  日 

外 部 委 託 等 
■外部委託（■クラウドコンピューティング）■複数の外部委託有 

□指定管理者による管理⇒審査会承認    年  月  日 

電子計算機結合 

■有【第12条第1項】 

■1号(法令等)⇒法令等の名称：予防接種法施行規則 

□2号(公益上特に必要かつセキュリティ措置有)⇒審査会承認    年  月  日 

個 人 情 報 の 
保 存 期 間 

１年 ３年 ５年 10年 永年 常用 その他 

 





予防接種法に基づく新型コロナウイルスワクチン接種に関する事務に係る 

登録簿の変更について 

 
○予防接種法に基づく新型コロナウイルスワクチン接種に関する事務について 

新型コロナウイルス感染症の発症や重症化を予防し、まん延を防止するため、予

防接種法に基づき、ワクチン接種を実施するものです。 

予防接種事業の実施（対象者への通知等）事務に際し、新型コロナウイルス感染

症対策に係る予防接種事務では、特に以下の事務を行います。 

・ワクチン接種記録システム（ＶＲＳ）へ予防接種対象者及び発行した接種券の登

録を行う。 

・予防接種の実施後に、接種者からの申請に基づき、新型コロナウイルス感染症予

防接種証明書の交付を行う。 

 

○変更の経緯 

新型コロナウイルス感染症予防接種証明書については、既に電子証明書の発行が

可能な専用アプリがリリースされていますが、今後更なる利便性の向上のため、国

主導で証明書のコンビニ交付が開始されることになりました。 

想定されるコンビニ交付のニーズとして、次のような事項が挙げられます。 

・電子ではなく紙での接種証明が必要な場合 

・転居により複数の市町村で接種を受けた場合 

・高齢者など、スマートフォンを持っていない場合 

 

○制度概要 

コンビニ交付サービスは、地方公共団体情報システム機構（Ｊ－ＬＩＳ）が運営

するもので、個人番号カードを使用し、コンビニ等に設置されているキオスク端末

で予防接種証明書を取得できるサービスです。 

利用時間：全国統一的に、毎日（土日祝日含む。）6時 30 分～23 時 

必要なもの：個人番号カードと接種証明書発行料（120 円） 

 

○手続の流れ 

①店舗に設置されているキオスク端末で「行政サービス」を押す。 

②キオスク端末のカード置場に、個人番号カードを置く。 

※個人番号カードがコンビニ交付で利用可能かどうか確認する。 

③証明書発行に当たっての同意事項を確認し、「同意する」を選択する。 

＜主な同意内容＞ 

・個人番号カードの券面入力補助 AP に格納されている、所有者の個人番号、氏

名、生年月日、性別、住所の情報（以下「格納情報」という。）を地方公共団体

情報システム機構に送信し、格納情報の改ざん検知措置及び真正性の検証を受

ける。 

・利用者は格納情報のうち、個人番号、氏名、生年月日について VRS を通じて請



求先市区町村に送信する。 

・請求先市区町村は、VRS 上において、個人番号を用いて、管理する接種記録を照

会する。適切な接種記録が存在する場合、その接種記録及び送信された氏名、

生年月日に基づいて接種証明書を交付する。 

・海外用の接種証明書については、事前に自治体窓口やアプリで接種証明書の交

付申請を行い、発行履歴としてパスポート情報を VRS に記録した後でのみ、本

サービスでの交付が可能となる。 

④個人番号カードを市町村の窓口で受け取った際に設定した４桁の暗証番号を入

力し、本人確認を行う。 

⑤申請先の市区町村、交付種別及び必要部数を選択し、必要部数分の証明書の発行

料を入金し、証明書及び領収書が発行される。 

 

○登録簿の変更理由 

キオスク端末において、個人番号カードに格納されている利用者証明用電子証明

書を使用して、新型コロナウイルス感染症予防接種証明書を受け取ることができる

事業を開始するため、事務の概要として、接種証明書の交付について、電子回線で

接続された端末機から個人番号カードに格納されている利用者証明用電子証明書

を使用して行うものを追加するとともに、予防接種法施行規則附則第 18 条の 2 第

3項に基づき、電子計算機の結合による提供を追加します。 



第２号様式（第３条第４項） 

令和４年 ８月 １日 

 

（届出先）野田市長 

 

届出者   野田市長 

 

 

個人情報取扱事務登録簿変更届出書 

事 務 の 名 称 市営住宅の管理に関する事務 

届出部課等の名称 総務部営繕課 

変 更 年 月 日 令和４年８月１日 

変 更 の 理 由 事務の一部を外部に委託するため。 

変 更 内 容 １  外部委託等の欄中「外部委託」を加える。 

備 考  

 





令和４年 ８月 １日 

 

野田市情報公開・個人情報保護審査会 

会長  須 賀  昭 徳  様 

報告者  野田市長     

 

 

個人情報取扱事務の委託に係る個人情報保護措置報告書 

野田市個人情報保護条例第１３条第３項の規定により、次のとおり報告い

たします。 

事 務 の 名 称 市営住宅の管理に関する事務 

届出部課等の名称 総務部営繕課 

委託開始年月日 令和４年８月１日 

委 託 す る 事 務 
１  滞納者に対する督促業務 

２  滞納額及び入金額の管理 

個人情報を保護す

るための措置 

委託契約書に個人情報の保護に関する事項及び情報セ

キュリティ特記事項を付し、これを遵守させることと

した。 

備 考  

 





1100-003 

個人情報取扱事務登録簿 

区 分 □共通 ■個別 

実施機関の名称 市長 届出部課等の名称 総務部営繕課 

関係課等の名称  

届 出 年 月 日 H20.4.1 開 始 年 月 日 H9.9.1 最終変更年月日 R4.8.1 

事 務 の 名 称 市営住宅の管理に関する事務 

事 務 の 目 的 
市営住宅の入居者の募集、選考、決定及び駐車場使用者の決定、家賃の決定、徴収、

減免及び徴収の猶予、入居者の同居並びに承継の承認を行うもの。 

事 務 の 概 要 

・入居の募集、選考、決定 
市営住宅の申込書の提出を受付け、審査し、入居者選考委員会に諮り、応募者が募

集戸数を超える場合は、選考し入居者を決定する。入居決定者から誓約書が提出され
受付を行う。 

  駐車場の使用希望者より申込書を受付け、条件を確認した上で決定し通知する。 
  また、現在の駐車場利用者が車両を変更する場合、駐車場の使用を廃止する場合の
届出書の受理を行う。 

・家賃の決定、徴収、減免及び徴収の猶予 
市営住宅の入居者は、毎年、市に対して収入申告を提出することとなり、公簿の確

認により家賃を決定し納付書を送付する。 
  また、家賃の減免又は徴収の猶予を希望する入居者からの申請を基準により審査
し、減免又は徴収の猶予の可否について決定する。 

・入居者の同居並びに承継の承認 
  入居の際に同居した親族以外の者の同居を希望する者からの申請を審査し、承認
（不承認）する。 

  入居者が死亡又は退去した場合において、その死亡時又は退去時に当該入居者と同
居していた者が、引続き当該市営住宅に入居を希望する申請を審査し、承認（不承認）
する。 

・入居者からのその他の申請・届出書類の確認 
世帯員が転出や死亡した際の世帯員異動届及び収入意見書を審査し、家賃に変更が

生じた場合に通知する。また、家賃や駐車場使用料に還付金が生じた場合の対象者か
らの申請受付、確認後に清算を行う。 

・入居者の退去 
市営住宅を明け渡そうとする入居者の届出受付、退去検査を行い入居者の敷金等を

清算する。 
・各種証明書の発行 

市営住宅の居住証明書及び自動車保管場所承諾証明書を発行する。 
・入居者の安否確認 

入居者と連絡がとれない等、安否確認の通報があった場合、警察立会いのもと安否
確認を行い、親族等への連絡を行う。 

・その他施設の管理 
市営住宅の除草や樹木剪定、受水槽清掃、消防設備点検、簡易専用水道法定検査、

浄化槽法定検査業務における担当技術者等の届出により適正性を確認する。 
 

対 象 者 市営住宅入居者及び入居申込者、緊急連絡先、連帯保証人 

収

集

項

目 

要配慮個人
情報 

□人種 □信条 □社会的身分 ■健康情報 ■障がい ■犯罪関係 

収集する理由【第7条第2項】 

■1号(法令等)⇒法令等の名称：野田市営住宅の設置及び管理に関する条例第6条及び 

第16条）             

□2号(公益上特に必要)⇒審査会承認：   年  月  日 

上記以外の
項目 

■氏名 ■住所 ■年齢・生年月日 ■性別 ■連絡先 □個人番号 ■個人識別符号 

■本籍･国籍 ■家族情報 ■学業・職業等 ■収入・支出 ■資産 ■税情報 

■公的扶助 ■還付金が生じた場合の振込先 ■緊急連絡先、連帯保証人あ□ああああ 

収 集 先 

■本人               ■実施機関内部（課税課、生活支援課） 

□他の実施機関（         ）■他の官公庁（警察署） 

□民間・私人 （        ） □その他  （             ） 



本人以外から収集している理由【第7条第3項】 

■1号(法令等)⇒法令等の名称：野田市営住宅の設置及び管理に関する条例及び規則  

■2号(本人同意) □3号(公の情報) □4号(緊急かつやむを得ない)  

□5号(所在不明等) □6号(他の実施機関から) 

□7号(公益上特に必要)⇒審査会承認：    年  月  日 

経常的な目的外
利用・提供先 

□目的外利用有⇒利用する事務の名称：                     

主な利用項目（                      ） 

□目的外提供有⇒利用する事務の名称：                     

主な提供項目（                      ） 

         □他の実施機関（       ）□他の官公庁（      ）

         □その他（       ） 

目的外利用・提供の理由【第9条第1項】 

□1号(法令等) ⇒法令等の名称：              

□2号(本人同意) □3号(公の情報) □4号(緊急かつやむを得ない) 

□5号(公益上特に必要)⇒審査会承認：    年  月  日 

外 部 委 託 等 
■外部委託（□クラウドコンピューティング）□複数の外部委託有 

□指定管理者による管理⇒審査会承認    年  月  日 

電子計算機結合 

□有【第12条第1項】 

□1号(法令等)⇒法令等の名称：              

□2号(公益上特に必要かつセキュリティ措置有)⇒審査会承認    年  月  日 

個 人 情 報 の 
保 存 期 間 

１年 ３年 ５年 10年 永年 常用 その他（       ） 

 

 



住宅使用料等未収金管理回収業務 
 
概 要        市営住宅の管理の適正化の観点から、家賃収入を確保し、入居者 
              間の公平性を確保するため、退去滞納者おける家賃及び駐車場利用 

料の回収業務を下記のとおり委託しようとするもの。 
 
委 託 先        弁護士法人ライズ綜合法律事務所  
                所在地  東京都中央区日本橋３－９－１ 
                        日本橋三丁目スクエア１２階 
 
委託内容（手順） 
① 野田市は、委託先へ対象債権データを渡す。 
【データの引渡し方法】契約時の１回のみ。 
「可搬記録媒体等外部持ち出し申請書兼申請書兼返却報告書」を作成し、情 
報セキュリティ管理者（課長）の許可を得る。 
  ⇒債権データを可搬記録媒体（ＣＤ）へ格納し、委託先に手渡し。 
【渡す情報】 
  ・債務者の基本情報（氏名、住所、生年月日、連絡先、滞納の状況） 
  ・債務者の連帯保証人の基本情報（氏名、住所、連絡先） 
② 督促開始 
ア  文書通知 
受託通知 → 督促状 → 催告書 → 最終通知書 → 最終催告書 

       イ  架電督促 
③ 債務者が委託先へ住宅使用料等を振込。 
④ 委託先は債務者ごとに正確な入金処理を行う。 
（直接野田市に入金があった場合は、野田市が速やかに委託先に報告する。） 

⑤ 委託先は、納入された住宅使用料等を速やかに野田市へ振込し、電話にて
報告。 

⑥ 委託先は、回収実績報告（入金明細書及び清算書）及び請求書を翌月５営
業日までに野田市に提出。 

⑦ 野田市は、請求書を受け取ってから３０日以内に委託先へ請求金額を支払
う。 

⑧ 契約終了後、委託先は、野田市へ可搬記録媒体（ＣＤ）を返還し、データ
を適切に廃棄。 





令和４年８月２５日 

 

（届出先）野田市長 

 

届出者  野田市長   

 

 

個人情報取扱事務登録簿変更届出書 

事 務 の 名 称 住民基本台帳事務におけるドメスティック・バイオレ

ンス及びストーカー行為等の被害者保護の支援措置事

務 

届出部課等の名称 市民生活部市民課 

変 更 年 月 日 令和４年４月８日 

変 更 の 理 由 

・ＤＶ等被害者の保護のため、ＤＶ等被害者が固定

資産を所有している場合の取扱いに関する留意点及

び、支援措置申出書の様式に所有する固定資産の記

載欄が追加される旨の総務省通知が発出されたこと

から、これに合わせて必要な修正を行うもの。 

・前回変更時から時間が経過したことに伴う語句の

整理。 

変 更 内 容 

事務の概要 

「（１）申出の受付」の「①申出書」に傍線部を追加

する。 

「住所異動する場合に、異動後の市区町村に対して

も併せて支援を求める場合には、併せて申出書に記載

することを求めるとともに、申出者が固定資産を所有

している場合（又は過去に所有していた場合）におい

て、固定資産所在市区町村に対して、支援措置に準じ

た支援を求める場合には、当該固定資産の所在や種別



について、併せて申出書に記載することを求める。」 

「②申出者の本人確認」を傍線部に変更する。 

 「市長は、申出者に対し、市への出頭を求め、マイ

ナンバーカード等の提示による本人確認を行う。」 

収集項目 

上記以外の項目に「資産」を加える。 

備 考  

 



1200-007 

個人情報取扱事務登録簿 

区 分 □共通 ■個別 

実施機関の名称 市長 届出部課等の名称 市民生活部市民課 

関係課等の名称 
課税課、収税課、国保年金課、児童家庭課、保育課、子ども家庭総合支援課、高齢者支
援課、障がい者支援課、生活支援課、環境保全課、選挙管理委員会、保健センター、下
水道課、学校教育課、市政推進室、新型コロナワクチン対策室 

届 出 年 月 日 平成16年6月18日 開始年月日 平成16年7月1日 最終変更年月日 令和4年8月25日 

事 務 の 名 称 
住民基本台帳事務におけるドメスティック・バイオレンス及びストーカー行為等の被
害者保護の支援措置事務 

事 務 の 目 的 
ドメスティック・バイオレンス又はストーカー行為等の被害者の所在地を明らかにしな
いよう、加害者とされる者等からの住民票の写し等の申請を拒み、関係機関と情報を共
有し保護するもの。 

事 務 の 概 要 

（１）申出の受付 

①申出者 

 市長は、備える住民基本台帳に記載、又は備える戸籍の附票に記載されている下

記の者から、支援措置の実施を求める旨の申出を受け付ける。また、申出者と同一

の住所を有する者についても支援を求める場合には、併せて申出書に記載すること

を求め、住所異動する場合に、異動後の市区町村に対しても併せて支援を求める場

合には、併せて申出書に記載することを求めるとともに、申出者が固定資産を所有

している場合（又は過去に所有していた場合）において、固定資産所在市区町村に

対して、支援措置に準じた支援を求める場合には、当該固定資産の所在や種別につ

いて、併せて申出書に記載することを求める。 

 ア 配偶者暴力防止法第１条第２項に規定する被害者で、かつ暴力によりその生

命又は身体に危害を受ける恐れがあるもの。 

 イ ストーカー規制法第７条に規定するストーカー行為等の被害者で、かつ更に

反復して付きまとい等をされるおそれがあるもの。 

 ウ 児童虐待防止法第２条に規定する児童虐待を受けた児童で被害者であり、か

つ再び児童虐待を受ける恐れがあるもの又は看護等を受けることに支障が生じ

る恐れがあるもの。 

   エ その他、アからウまでの事情に準ずるもの。 

  ②申出者の本人確認 

   市長は、申出者に対し、市への出頭を求め、マイナンバーカード等の提示による

本人確認を行う。 

 

（２）支援の必要性の確認 

  市長は、申出者が（１）－①に掲げるものに該当し、かつ、加害者が当該申出者の

住所を探索する目的で、住民基本台帳の閲覧等を行う恐れがあると認められるかどう

かについて、警察、配偶者暴力相談支援センター、児童相談所等の意見を聴取し、又

は裁判所の発行する保護命令決定書の写し若しくはストーカー規制法に基づく警告等

実施書面等の提出を求めることにより確認する。支援の必要性を確認した後、その結

果を申出者に連絡する。 

 

（３）支援措置の期間等 

  支援措置の期間は、市長が申出を受け付けし、確認の結果を申出者に連絡した日か

ら起算して１年とする。また、期間終了の１月前から延長の申出をできる。 

 市長は、次に該当する場合は支援措置を終了する。 

  ア 支援対象者から支援の終了を求める旨の申出を受けたとき。 

  イ 支援措置の期間を経過し、延長がなされなかったとき。 

  ウ その他、市長が支援の必要性がなくなったと認めるとき。 

対 象 者 ＤＶ・ストーカー行為等の加害者、被害者、被害者と同一世帯の者 

収

集

項

目

要配慮個人
情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □健康情報 □障がい □犯罪関係 

収集する理由【第7条第2項】 

□1号(法令等)⇒法令等の名称：              

□2号(公益上特に必要)⇒審査会承認：   年  月  日 



上記以外の
項目 

■氏名 ■住所 ■年齢・生年月日 ■性別 ■連絡先 □個人番号 □個人識別符号

■本籍･国籍 ■家族情報 □学業・職業等 □収入・支出 ■資産 □税情報  

□公的扶助 □       □      あ□      あ 

収 集 先 

■本人       ■実施機関内部（住民基本台帳、市保健福祉部、児童家庭部） 

□他の実施機関（ ）■他の官公庁（警察、配偶者暴力相談支援センター、児童相談所） 

□民間・私人 （        ）□その他 （             ） 

本人以外から収集している理由【第7条第3項】 

■1号(法令等)⇒法令等の名称：住民基本台帳事務処理要領 

□2号(本人同意) □3号(公の情報) □4号(緊急かつやむを得ない)  

□5号(所在不明等) □6号(他の実施機関から) 

□7号(公益上特に必要)⇒審査会承認：    年  月  日 

経常的な目的外
利用・提供先 

□目的外利用有⇒利用する事務の名称：                     

主な利用項目（                      ） 

□目的外提供有⇒利用する事務の名称：                     

主な提供項目（                      ） 

         □他の実施機関（       ）□他の官公庁（      ）

         □その他（           ） 

目的外利用・提供の理由【第9条第1項】 

□1号(法令等) ⇒法令等の名称：              

□2号(本人同意) □3号(公の情報) □4号(緊急かつやむを得ない) 

□5号(公益上特に必要)⇒審査会承認：    年  月  日 

外 部 委 託 等 
■外部委託（■クラウドコンピューティング）□複数の外部委託有 

□指定管理者による管理⇒審査会承認    年  月  日 

電子計算機結合 

■有【第12条第1項】 

■1号(法令等)⇒法令等の名称：住民基本台帳の一部の写しの閲覧及び住民票の一部の写

し等の交付に関する省令、戸籍の附票の写しの交付に関する省令、住民基本台帳事務処

理要領 

□2号(公益上特に必要かつセキュリティ措置有)⇒審査会承認          

個 人 情 報 の 
保 存 期 間 

１年 ３年 ５年 10年 永年 常用 その他（       ） 

 

 



住民基本台帳事務におけるドメスティック・バイオレンス 

及びストーカー行為等の被害者保護の支援措置事務におけ 

る登録簿の変更について 

 
○事務について 

本事務は、ＤＶ等被害者の保護を図るものです。 

加害者に被害者の住所が知られることを防止するため、被害者からの支援措

置申出があり、支援の必要性が確認できた場合、被害者以外の者から住民票の写

しの交付等の請求・申出があっても、これを制限（拒否）する措置を講じます。 

 

○変更理由 

ＤＶ等被害者の保護のための措置に係る支援措置申出書の様式の変更と留意

点について、総務省通知が発出されました。内容は、ＤＶ等被害者が固定資産を

有しており、固定資産所在市区町村においても支援を求める場合には、申出書に

その所在や種別の記載を求めることとされ、申出書の様式にも固定資産の記載

欄が追加されました。 

このため、事務の概要の一部を変更するとともに、本人から収集する個人情報

の項目に『資産』を加えるものです。 

 

○制度概要 

これまでＤＶ等被害者から支援措置の申出を受けた市区町村は、支援の必要

性を確認した後、本籍地及び前住所地へのみ支援申出書の写しを送付すること

とされていました。 

今回の変更により、被害者が固定資産を所有しており、支援の必要性がある場

合は、当該固定資産の所在や種別について申出書に記載することを求めるとと

もに、本籍地、前住所地に加え固定資産所在市区町村長の固定資産税担当部局に

対しても申出書の写しを転送します。 

転送を受けた固定資産所在市区町村では、固定資産台帳の閲覧や証明書交付

の際には個人情報を適切に取り扱い、必要な措置を講じることとなります。 

 





 

令和４年８月２５日 

 

（届出先）野田市長 

 

届出者  野田市長     

 

個人情報取扱事務登録簿変更届出書 

事 務 の 名 称 固定資産税・都市計画税賦課事務 

届出部課等の名称 企画財政部課税課 

変 更 年 月 日 令和４年４月８日 

変 更 の 理 由 

 令和４年３月31日付け総行住第32号及び総税固第

８号、総務省自治行政局住民制度課長及び同省自治

税務局固定資産税課長からの「ドメスティック・バ

イオレンス、ストーカー行為等、児童虐待及びこれ

らに準ずる行為の被害者の保護のための措置に係る

支援措置申出書の様式の変更と留意点について」の

通知により、ＤＶ被害者等が固定資産を有している

場合又は過去に所有していた場合に、固定資産税が

所在する市区町村との連携のため、支援措置申出書

の様式が一部変更され、申出を受けた市区町村の住

民基本台帳担当課から、固定資産税担当課へ申出書

を転送することになったため、収集先について登録

簿に記載するもの。 

変 更 内 容 
「収集先」の欄、本人以外から収集している理由に、 

『■2号(本人同意)』を加える。 

備 考  

 





0500-003 

個人情報取扱事務登録簿 

区 分 □共通 ■個別 

実施機関の名称 市長 届出部課等の名称 企画財政部課税課 

関係課等の名称  

届 出 年 月 日 H13.4.1 開 始 年 月 日 S25.7.31 最終変更年月日 R4.8.25 

事 務 の 名 称 固定資産税・都市計画税賦課事務 

事 務 の 目 的 
地方税に関する法令及び野田市税賦課徴収条例に定めるところによって固定資産税・都
市計画税の賦課等を行うもの。 

事 務 の 概 要 

市内に所在する土地及び家屋の登記情報及び建築確認申請等と償却資産を有する者か
らの申告に基づき賦課に係る基礎情報を入手し、固定資産税賦課の資料として利用する
とともに、固定資産名寄帳兼課税台帳及び公図等を電磁的記録の方法により作成・保存
し、固定資産価格及び納税義務者を決定し、通知書を送付する。また、納税義務者から
の申請に基づき、固定資産税額の減免等を行う。 
評価等に関する証明書の交付を希望する者から申請を受け、証明書を交付する。 

対 象 者 市内に所在する固定資産の所有者、証明書の申請者 

収

集

項

目 

要配慮個人
情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □健康情報 □障がい □犯罪関係 

収集する理由【第7条第2項】 

□1号(法令等)⇒法令等の名称：             

□2号(公益上特に必要)⇒審査会承認：   年  月  日 

上記以外の
項目 

■氏名 ■住所 ■年齢・生年月日 ■性別 ■連絡先 □個人番号 □個人識別符号 

■本籍･国籍 □家族情報 □学業・職業等 □収入・支出 ■資産 □税情報 

■公的扶助  ■相続人、現所有者に関する情報 □ああああ□ああああ□ああああ 

収 集 先 

■本人 ■実施機関内部（市民課、都市計画課、生活支援課、みどりと水のまちづくり

課、防災安全課、市民生活課） 

■他の実施機関（農業委員会、予防課） 

■他の官公庁（法務局、税務署、都道府県、市区町村 ） 

□民間・私人 （         ）□その他  （             ） 

本人以外から収集している理由【第7条第3項】 

■1号(法令等)⇒法令等の名称：地方税法      

■2号(本人同意) ■3号(公の情報) □4号(緊急かつやむを得ない)  

□5号(所在不明等) □6号(他の実施機関から) 

□7号(公益上特に必要)⇒審査会承認：    年  月  日 

経常的な目的外
利用・提供先 

□目的外利用有⇒利用する事務の名称：                     

主な利用項目（                      ） 

■目的外提供有⇒利用する事務の名称：不動産取得税課税事務           

主な提供項目（氏名、住所、土地及び家屋の税情報      ） 

         □他の実施機関（       ）■他の官公庁（千葉県   ）

         □その他（       ） 

目的外利用・提供の理由【第9条第1項】 

■1号(法令等) ⇒法令等の名称：地方税法           

□2号(本人同意) □3号(公の情報) □4号(緊急かつやむを得ない) 

□5号(公益上特に必要)⇒審査会承認：    年  月  日 

 



 

経常的な目的外
利 用 ・ 提 供 先 

（略） 

経常的な目的外
利用・提供先 

■目的外利用有⇒利用する事務の名称：家庭児童相談関係事務       

主な利用項目（ 登記に関する情報、土地所有者等関連情報 ） 

□目的外提供有⇒利用する事務の名称：                     

主な提供項目（                      ） 

         □他の実施機関（      ）□他の官公庁（      ） 

          □その他（       ） 

目的外利用・提供の理由【第9条第1項】 

■1号(法令等) ⇒法令等の名称：児童福祉法            

□2号(本人同意) ■3号(公の情報) □4号(緊急かつやむを得ない) 

□5号(公益上特に必要)⇒審査会承認：    年  月  日 

外 部 委 託 等 

■外部委託（■クラウドコンピューティング）□複数の外部委託有 

□指定管理者による管理⇒審査会承認    年  月  日 

電子計算機結合 

□有【第12条第1項】 

□1号(法令等)⇒法令等の名称：              

□2号(公益上特に必要かつセキュリティ措置有)⇒審査会承認    年  月  日 

個 人 情 報 の 
保 存 期 間 

                           家屋は、    永年 

１年 ３年 ５年 10年 永年 常用 その他（２０年）  土地は、  ２０年 

                           償却資産は、７年 



1800-030 

個人情報取扱事務登録簿 

区 分 □共通 ■個別 

実施機関の名称 市長 届出部課等の名称 自然経済推進部 農政課 

関係課等の名称  

届 出 年 月 日  開 始 年 月 日 令和４年１０月 最終変更年月日  

事 務 の 名 称 新規就農者育成総合対策（経営開始資金）事務 

事 務 の 目 的 
次世代を担う農業者となることを志向する者に対し、就農直後の経営確立を支援する資
金の交付及びサポートを行うことで、持続可能な力強い農業を実現する。 

事 務 の 概 要 
交付金の申請書及び就農状況報告に係る資料の提出を受け、資金の交付決定及び継続の
可否の審査を行い、通知書の送付、資金の交付等を行う。 

対 象 者 申請者、保証人、家族 

収

集

項

目 

要配慮個人
情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □健康情報 □障がい □犯罪関係 

収集する理由【第7条第2項】 

□1号(法令等)⇒法令等の名称：             

□2号(公益上特に必要)⇒審査会承認：   年  月  日 

上記以外の
項目 

■氏名 ■住所 ■年齢・生年月日 ■性別 ■連絡先 □個人番号 □個人識別符号 

□本籍･国籍 ■家族情報 ■学業・職業等 ■収入・支出 □資産 □税情報 

■公的扶助  ■口座情報 ■農地貸借情報 ■提出書類に記載の内容 □     

収 集 先 

■本人               □実施機関内部（            ） 

□他の実施機関（         ）□他の官公庁（             ） 

■民間・私人 （申請者      ）□その他  （             ） 

本人以外から収集している理由【第7条第3項】 

□1号(法令等)⇒法令等の名称：              

■2号(本人同意) □3号(公の情報) □4号(緊急かつやむを得ない)  

□5号(所在不明等) □6号(他の実施機関から) 

□7号(公益上特に必要)⇒審査会承認：    年  月  日 

経常的な目的外
利用・提供先 

□目的外利用有⇒利用する事務の名称：                     

主な利用項目（                      ） 

□目的外提供有⇒利用する事務の名称：                     

主な提供項目（                      ） 

         □他の実施機関（       ）□他の官公庁（      ） 

        □その他（       ） 

目的外利用・提供の理由【第9条第1項】 

□1号(法令等) ⇒法令等の名称：              

□2号(本人同意) □3号(公の情報) □4号(緊急かつやむを得ない) 

□5号(公益上特に必要)⇒審査会承認：    年  月  日 

外 部 委 託 等 
□外部委託（□クラウドコンピューティング） □複数の外部委託有 

□指定管理者による管理⇒審査会承認    年  月  日 

電子計算機結合 

□有【第12条第1項】 

□1号(法令等)⇒法令等の名称：              

□2号(公益上特に必要かつセキュリティ措置有)⇒審査会承認    年  月  日 

個 人 情 報 の 
保 存 期 間 

１年 ３年 ５年 10年 永年 常用 その他（       ） 

 





○事務概要 
農業従事者が減少する中、持続可能な力強い農業を実現するには、次世代を担う農業者の

育成・確保に向けた取組を総合的に講じていく必要があるため就農直後の経営資金の交付

及びサポートを行う。 
 
○事務の流れ 
・新規就農者から申請書及び審査に係る書類の提出。 
・市は、提出された書類の審査を行い採択、不採択通知の発送を行う。 
・新規就農者（採択者）は、資金の申請書兼請求書を市に提出する。 
・市は、新規就農者に交付決定を行い、新規就農者に資金交付（年間 150 万円）をする。 
・新規就農者は、市に就農状況報告書を提出する。市は、その際就農サポートの助言を行う。 
・市は就農状況報告書の内容について二年度以降の審査を行い、要件を満たしていると判断

した場合は交付決定を行い、資金交付をする。 
 
（項目について） 
・家族情報：世帯所得が 600 万円超えていないか確認するため 
・収入・支出：採択にあたり 600 万超えていないか、採択後に資金の用途を確認するため 
・口座番号：月 12.5 万円、年間 150 万円の資金交付を行うため 
・農地貸借情報：現状報告やサポートでの巡回を行うため 
 
（経営開始資金採択者について） 
・独立・自営就農時年齢が原則 50 歳未満の認定新規就農者※1 で次世代を担う農業者とな

ることに強い意欲を有していること 
※1 市町村で農業経営基盤強化促進法に規定する青年等就農計画の認定を受けた者 
・次の要件を満たす独立・自営就農であること。 
 ・農地の所有権または利用権を交付対象者が有していること 
 ・主要な農業機械・施設を交付対象者が所有または借りていること 
 ・生産物や生産資材等を交付対象の名義で出荷・取引すること 
 ・農産物等の売り上げや経費の支出等を交付対象者の名義で管理する 
 ・交付対象者が農業経営に関する主宰権を有している 
・青年等就農計画等が、独立・自営就農 5 年後までに農業（自らの生産に係る農産物を使っ

た関連事業も含む。）で生計が成り立つ実現可能な計画であること 
・経営の全部または一部を継承する場合、継承する農業経営に従事してから 5 年以内に継

承して農業経営を開始し、かつ交付期間中に新規作目の導入、経営の多角化等の取り組み

を行い、新規参入者と同等の経営リスクを負っていると市町村長に認められること 
・実質化された人・農地プラン※２に中心経営体として位置づけられている、もしくは位置



づけられることが確実なこと、または農地中間管理機構から農地を借り受けていること。 
※２地域農業における中心経営体、地域における農業の将来の在り方などを明確化するこ

と。 
・生活保護等、生活費を支給する国の他の事業と重複で交付を受けていないこと。また、農

の雇用事業及び経営継承・発展支援事業による助成を現に受けておらず、かつ過去に受け

ていないこと。 
・園芸施設共済の引受対象となる施設を所有する場合は、園芸施設共済等に加入すること、

又は加入することが確実と見込まれること 
・前年の世帯所得が 600 万円以下であること 
・地域コミュニティへの積極的な参加に努め、地域農業の維持発展に向けた活動に協力する

意思があること 
 



 

別紙様式第２号 
 

経営開始資金申請追加資料 
 

令和 年 月 日 

 

            殿 

 

 

住 所： 

氏    名：             

（生年月日：  年  月  日：  歳） 

 

新規就農者育成総合対策実施要綱の規定を遵守し、農業経営に励むことを誓約しま

す。 

なお、実施要綱の規定により、当該資金の交付を停止され、一部又は全部を返還す

ることについて異議はありません。その際には、既に交付を受けた資金の一部又は全

部を返還することを（保証人の署名を添えて＊２）誓約します。 

 

１ メールアドレス 
 

 

 

２ 農業を始めようと思った理由 

 

 

 

 

 

 

 

３ 「人・農地プラン」への位置付け等 

集落又は地域名等 
 

□ 位置付けられている □位置

付けられる見込み 

□ 農地中間管理機構から農地を借り受けている 

 

４ 交付期間（経営開始資金） 

年  月 ～   年  月 

 

５ 過去の研修等の経験（農業次世代人材投資事業（準備型）又は就農準備資金交付

期間） 

年  月  日 ～   年  月  日 

［申請者］ 



 

 

６ その他 

園芸施設共済等への加入 

（ 園芸施設共済の引受対象となる施設を

所有する場合のみ）  

□ 加入している又は加入予定

（ 月）  

□ 加入していない 

生活費の確保を目的とした国の他の事業に

よる給付等 

（例： 生活保護制度、雇用保険制度

（失業手当） 等）  

 

□ 給付等を受けている 

□ 給付等を受けていない 

農の雇用事業、就職氷河期世代雇用就農者

実践研修支援事業、雇用就農者実践研修支

援事業による助成金の交付又は経営継承・

発展支援事業による補助金の交付 

□ 交付を受けている又は受け

たことがある 

□ 交付を受けていない又は受

けたことがない 

前年の世帯全体の所得＊１ 万円 

前年の世帯全体の所得が600万円を超えているにもかかわらず資金交付が必要な

理由（超える場合のみ記入） 

  

 

 

 

 

 

※本欄は交付主体の記入欄 

生活費確保の観点から支援対象とすべき切実な事情の有無（□有 □無） 

【所見】 

 

 

 

 

７ 保証人＊２   

住 所 

 氏 名 

 住 所 

 氏 名 

 

添付書類 

別添１：収支計画 

別添２：履歴書 

別添３：離職票の原本（離職票の提示が可能な場合） 

別添４：経営を開始した時期を証明する書類（農地等の経営資産の取得時期が分かる書類等）  

別添５：経営を継承する場合は、従事していた期間が５年以内である事を証明する書類（過

去の経歴を証明する書類（就業証明書、卒業証明書、住民票（遠隔地に住んでいた



 

場合） の写しなど）  

別添６：農地及び主要な農業機械・施設の一覧、農地の権利設定の状況が確認できる書類及

び農業機械・施設を自ら所有し、又は借りていることが確認できる書類 

別添７：通帳の写し 

別添８：前年の世帯全員の所得を証明する書類（源泉徴収票、所得証明書等）。前年の世帯

全体の所得が600万円を超える場合は、必要に応じて生活費確保の観点から資金を

必要とする理由欄に記載した事情の裏付けとなる書類を添付。 

別添９：身分を証明する書類（運転免許証、パスポート等の写し） 

 

＊１ 「世帯」とは本人のほか、同居又は生計を一にする別居の配偶者、子及び父

母が該当。 

   「所得」とは、地方税法第 292条第１項第13号に定める「合計所得金

額」。 

＊２ 保証人を立てる場合は記載する。なお、交付対象者が未成年の場合は、

必ず保証人を立てること。また、青年等就農計画等の変更申請で保証人に

変更がない場合は記入不要。 

  





 

別添１ 
収支計画 

＊既に農業経営を開始している場合は実績を記載 
 

 

経営開始 

１年目 
（ 年 月～ 

年 月） 

２年目 
（ 年 月～ 

年 月） 

３年目 
（ 年 月～ 

年 月） 

４年目 
（ 年 月～ 

年 月） 

５年目 
（ 年 月～ 

年 月） 

農
業
収
入 

○○（作目） 

経営規模 

生産量 

売上高 

（円） 

 

経営規模 

生産量 

売上高 

（円） 

 

経営規模 

生産量 

売上高 

（円） 

その他  

経営開始資金（円）
※ － － 

収入計（円） ①（資金を除く） 

 

経営開始 

１年目 
（ 年 月～ 

年 月） 

２年目 
（ 年 月～ 

年 月） 

３年目 
（ 年 月～ 

年 月） 

４年目 
（ 年 月～ 

年 月） 

５年目 
（ 年 月～ 

年 月） 

農
業
経
営
費
（
円
） 

原材料費 

減価償却費 

出荷販売経費 

雇用労賃 

 

 

支 出 計（円）② 

【参考】設備投資 

（内容、金額） 

 

所得計（円）①－② 

夫婦共同経営の場合はこれらの額の 1.5 倍。



 

別添２ 

履歴書 

１ 氏名等 

(ふりがな)  

住 所 
〒□□□－□□□□ 

 

(ふりがな)  

連絡先 
〒□□□－□□□□ 

 

(ふりがな)  生 年 月 日  性別 電話番号 

氏名   年 月 日 歳 
1.男 

2.女 

 

 

２ 家族構成 

氏 名 続柄 生年月日 住 所 

    

    

    

    

    

 

３ 学歴等 

 年 月 学歴・職歴(各別に記入) 
   

 

 

 

履 

 

歴 

      

      

      

      

   
年 月 免許・資格 

      

      

      



 

 

  

 

 

 

 

 

別紙様式第 19号 

 

経営書 

令和 年 月 日 

殿 
 

氏名     

  
 

新規就農者育成総合対策実施要綱（令和４年３月29日付け３経営第3142号農林水産事

務次官依命通知）別記２第６の２の（３）の規定に基づき経営開始資金の交付を申請し

ます。 

交付期間 年   月   日 ～ 年 月 日 

今回申請する資金の対象期間 年   月   日 ～ 年 月 日 

前年の世帯所得※１
 

被災による資金の交付休止期間中の所得を

除く額(※２)を記載 

(ア)         円 

今年の交付金額※３
（150万円） (イ)         円 

今回の交付申請額          円 

・生活費の確保を目的とした国の他の事業による給付

等（ 例：生活保護制度、雇用保険制度（ 失業手当）等） 

・農の雇用事業、就職氷河期世代雇用就農者実践研修支

援事業、雇用就農者実践研修支援事業による助成（農業

法人等として）、経営継承・発展支援事業による助

成 

□ 受けている又は受け

たことがある 

□ 受けていない又は受

けたことがない 

※１ 本人のほか、同居又は生計を一にする別居の配偶者、子及び父母を世帯とする所得が600万円以下であるこ

と。 

※２ 地方税法第 292 条第１項第 13 号に定める「合計所得金額」から、被災による資金の交付休止期間中の所得を除く

額。 

※３ 夫婦で受給している場合、この額の 1.5 倍を記載すること。 
 

資金の振込口座※ 

金
融
機
関
店
舗
名
等 

 
銀行 信用金庫 信用組合 労働金庫 

農業協同組合 信用農業協同組合連合会 

農林中金 

店・所 出張所

 
金融機関コード 

       

預金・貯金の種類 普通預金･当座預金 

 

口座番号 
        

郵 便 局 記号 
     （当座） 

 番号 

        



 

口座 

名義人 

（ふりがな） 

氏 名 
 

 

添付書類 

・前年の世帯全体の所得を証明する書類（源泉徴収票、所得証明書、前年の所得証明書発行以前

に交付申請を行う場合は税務署等が受理した確定申告書の写し等）。前年の世帯全体の所得が

600万円を超える場合は、生活費確保の観点から資金を必要とする理由を書面で提出するととも

に、当該事情の根拠書類を添付。



1800-031 

個人情報取扱事務登録簿 

区 分 □共通 ■個別 

実施機関の名称 市長 届出部課等の名称 農政課 

関係課等の名称  

届 出 年 月 日  開 始 年 月 日 令和4年11月1日 最終変更年月日  

事 務 の 名 称 野田市肥料価格高騰対策事業に関する事務 

事 務 の 目 的 
海外情勢の不安定化、円安等の理由による肥料価格の高騰に直面する農業者に対し、肥
料費の一部を補助することにより農業経営の安定化を図る 

事 務 の 概 要 
販売農家（令和3年に50万円以上の農産物販売金額があったもの）の肥料費の一部を補助
する「野田市肥料価格高騰対策事業補助金」を交付する。交付額は令和3年の肥料費の1
割とし、申請者が提出した令和3年の確定申告書に基づき補助する。 

対 象 者 農業者 先代事業者 

収

集

項

目 

要配慮個人
情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □健康情報 □障がい □犯罪関係 

収集する理由【第7条第2項】 

□1号(法令等)⇒法令等の名称：             

□2号(公益上特に必要)⇒審査会承認：   年  月  日 

上記以外の
項目 

■氏名 ■住所 □年齢・生年月日 □性別 ■連絡先 □個人番号 □個人識別符号 

□本籍･国籍 □家族情報 □学業・職業等 ■収入・支出 □資産 ■税情報 

□公的扶助  ■口座情報 

収 集 先 

■本人               ■実施機関内部（ 課税課        ） 

□他の実施機関（         ）□他の官公庁（             ） 

■民間・私人 （ 申請者     ）□その他  （             ） 

本人以外から収集している理由【第7条第3項】 

□1号(法令等)⇒法令等の名称：              

■2号(本人同意) □3号(公の情報) □4号(緊急かつやむを得ない)  

□5号(所在不明等) □6号(他の実施機関から) 

□7号(公益上特に必要)⇒審査会承認：    年  月  日 

経常的な目的外
利用・提供先 

□目的外利用有⇒利用する事務の名称：                     

主な利用項目（                      ） 

□目的外提供有⇒利用する事務の名称：                     

主な提供項目（                      ） 

         □他の実施機関（       ）□他の官公庁（      ）

         □その他（       ） 

目的外利用・提供の理由【第9条第1項】 

□1号(法令等) ⇒法令等の名称：              

□2号(本人同意) □3号(公の情報) □4号(緊急かつやむを得ない) 

□5号(公益上特に必要)⇒審査会承認：    年  月  日 

外 部 委 託 等 
□外部委託（□クラウドコンピューティング） 

□指定管理者による管理⇒審査会承認    年  月  日 

電子計算機結合 

□有【第12条第1項】 

□1号(法令等)⇒法令等の名称：              

□2号(公益上特に必要かつセキュリティ措置有)⇒審査会承認    年  月  日 

個 人 情 報 の 
保 存 期 間 

１年 ３年 ５年 10年 永年 常用 その他（       ） 

 





1800-032 

個人情報取扱事務登録簿 

区 分 □共通 ■個別 

実施機関の名称 市長 届出部課等の名称 農政課 

関係課等の名称  

届 出 年 月 日 令和4年9月12日 開 始 年 月 日 令和4年11月1日 最終変更年月日  

事 務 の 名 称 野田市飼料価格高騰対策事業に関する事務 

事 務 の 目 的 
海外情勢の不安定化、円安等の理由による飼料価格の高騰に直面する農業者に対し、飼
料費の一部を補助することにより農業経営の安定化を図る 

事 務 の 概 要 
野田市家畜防疫会の会員である畜産農家の飼料費の一部を補助する「野田市飼料価格高
騰対策事業補助金」を交付する。交付額は乳牛4,000円/頭、肉用豚600円/頭、採卵鶏・
肉養鶏40円/頭。 

対 象 者 申請者 

収

集

項

目 

要配慮個人
情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □健康情報 □障がい □犯罪関係 

収集する理由【第7条第2項】 

□1号(法令等)⇒法令等の名称：             

□2号(公益上特に必要)⇒審査会承認：   年  月  日 

上記以外の
項目 

■氏名 ■住所 □年齢・生年月日 □性別 ■連絡先 □個人番号 □個人識別符号 

□本籍･国籍 □家族情報 □学業・職業等 □収入・支出 ■資産 □税情報 

□公的扶助  ■口座情報 

収 集 先 

■本人               □実施機関内部（            ） 

□他の実施機関（         ）□他の官公庁（             ） 

□民間・私人 （         ）□その他  （             ） 

本人以外から収集している理由【第7条第3項】 

□1号(法令等)⇒法令等の名称：              

□2号(本人同意) □3号(公の情報) □4号(緊急かつやむを得ない)  

□5号(所在不明等) □6号(他の実施機関から) 

□7号(公益上特に必要)⇒審査会承認：    年  月  日 

経常的な目的外
利用・提供先 

□目的外利用有⇒利用する事務の名称：                     

主な利用項目（                      ） 

□目的外提供有⇒利用する事務の名称：                     

主な提供項目（                      ） 

         □他の実施機関（       ）□他の官公庁（      ）

         □その他（       ） 

目的外利用・提供の理由【第9条第1項】 

□1号(法令等) ⇒法令等の名称：              

□2号(本人同意) □3号(公の情報) □4号(緊急かつやむを得ない) 

□5号(公益上特に必要)⇒審査会承認：    年  月  日 

外 部 委 託 等 
□外部委託（□クラウドコンピューティング） 

□指定管理者による管理⇒審査会承認    年  月  日 

電子計算機結合 

□有【第12条第1項】 

□1号(法令等)⇒法令等の名称：              

□2号(公益上特に必要かつセキュリティ措置有)⇒審査会承認    年  月  日 

個 人 情 報 の 
保 存 期 間 

１年 ３年 ５年 10年 永年 常用 その他（       ） 

 





肥料価格等高騰対策事業補助金 

１ 事務の目的と内容  

 海外情勢の不安定化、原油価格の高騰、円安等の理由により令和４年の化学肥料価格及び

飼料の高騰に直面する農業者に対し、補助金を交付することで、農業経営の安定化を図るこ

とを目的としています。 

 補助対象者及び補助額は次のとおりとなります（いずれも上限３０万円） 

 ① 肥料価格高騰対策事業補助金 

  対象者：市内在住の個人又は市内に本社を置く法人で、令和３年に５０万円以上の農産

物販売金額があり、現に営農をし、今後も継続する者 

  補助額：令和３年確定申告の肥料費の１割に当たる額 

 ② 飼料価格高騰対策事業補助金 

  対象者：野田市家畜防疫会の会員で、現に営農し、今後も継続する者。 

  補助額： 

  ・乳牛 １頭当たり４，０００円 

  ・肉養豚 １頭当たり６００円 

  ・採卵鶏、肉養鶏 １羽当たり４０円 

 

２ 事務の流れ  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ① 農業者は「申請書兼請求書」及び振込先の銀行口座の通帳の写しを提出。 

   肥料価格高騰対策については、Ｒ３確定申告書を併せて提出 

 ② 市は提出された書類を審査し、交付決定通知書を農業者へ送付 

 ③ ②と並行して補助額を算定し、補助金を交付 

 

３ 交付後の確認事項  

 営農を継続できない農業者は、営農休止届を提出する。また、市も営農継続要件を確認す

るため、現地調査のほか、肥料価格高騰対策については課税課の申告データの確認を行う。 

野 
田 
市 

農 
業 
者 

① 申請書兼請求書 
（肥料は申告書の一部を 
添付資料として提出） 

② 決定通知書 

③ 交付 



 

 



年  月  日 

 

（宛先）野田市長 

 

                 住  所 

             申請者 氏  名             ㊞ 

                 電話番号 

 

 

野田市肥料価格高騰対策事業補助金交付申請書兼請求書 

 野田市肥料価格高騰対策事業補助金の交付を受けたいので、次のとおり申請

（請求）します。 

申
請(

請
求)

額 

令和３年度の 
肥料費の額 , 

   
, 

   円 

補助金の 

申請（請求）額 

    
, 

 ０ ０ 円 

※肥料費の額の１０分の１の額が補助額となります（100円未満切捨て） 

※上限は３０万円となります 

口

座

情

報 

金融機関名 
 銀行・農協 

金庫・組合 

支店名 
 支店 

本店 

口 座 番 号 
普通 
当座 

       

ふ り が な 
 

口座名義人 

 
 

誓 約 事 項 

（チェックを記入） 

□ 私は１０月１日から本日まで、継続して

野田市に住民登録されています。 

□ 私は申請日時点で農業に従事しており、 

今後も農業を続けます。 

同 意 事 項 

（チェックを記入） 
□ 上記事実を、野田市保有の公簿等により

市の職員が確認することに同意します。 

添付資料 





年  月  日 

 

（宛先）野田市長 

 

                 住  所 

             申請者 氏  名             ㊞ 

                 電話番号 

 

 

野田市飼料価格高騰対策事業補助金交付申請書兼請求書 

 野田市飼料価格高騰対策事業補助金の交付を受けたいので、次のとおり申請

（請求）します。 

 

申 

請
（ 

請 

求 
）
額 

飼養頭（羽）数 

種別 
(いずれかに○) 

 

頭(羽)数 

乳用牛 肉用豚 採卵鶏 肉養鶏 

   ,    
頭 

羽 

補助金の 

申請（請求）額 

    ,    円 

※１頭（羽）当たり補助額は、 
 乳用牛4,000円、肉用牛600円、採卵鶏・肉養鶏40円です。 
※上限は３０万円となります 

口

座

情

報 

金融機関名 
 銀行・農協 

金庫・組合 

支店名 
 支店 

本店 

口 座 番 号 
普通 
当座        

ふ り が な 
 

口座名義人 

 
 

誓 約 事 項 

（チェックを記入） 
□ 

私は申請日時点で農業に従事しており、 

今後も農業を続けます。 

添付書類 





4001-054 

個人情報取扱事務登録簿 

区 分 □共通 ■個別 

実施機関の名称 市長 届出部課等の名称 健康子ども部 保健センター 
関係課等の名称  

届 出 年 月 日 R4.8.5 開 始 年 月 日 R4.8.5 最終変更年月日  

事 務 の 名 称 新型コロナウイルス感染症検査キット配付・陽性者登録センターに関する事務 

事 務 の 目 的 

重傷化リスクの低い市民を対象に新型コロナウイルス感染症検査キットの配付を行
い、陽性の場合は医師が新型コロナウイルス感染症発生届の作成及び知事宛ての提出を
行うことで、新型コロナウイルス感染症感染拡大によりひっ迫する市内発熱外来の混雑
を緩和し、重症化リスクの高い方の受診機会を確保するとともに、医療機関の負担を軽
減する。 

事 務 の 概 要 

・検査キットの配布 
１ 検査キットを必要とする要件を満たす市民は、インターネットから申込みを行う。 
２ 市は、申込者に対して、検査キットを郵送する。 
３ 申込者は、検査キットを使用して検査する。 
・陽性者登録 
１ 検査キット申込者又は自己調達の検査キット使用者は、検査結果が陽性の場合、イ
ンターネットによる陽性者登録を行う。 

２ 登録した陽性者について、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法
律に基づき医師が新型コロナウイルス感染症発生届の作成及び知事宛ての提出を行
う。市は医師による発生届の情報を収集しない。 

対 象 者 申込者、登録者 

収

集

項

目 

要配慮個人
情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □健康情報 □障がい □犯罪関係 

収集する理由 

□1号(法令等)⇒法令等の名称：               

□2号(公益上特に必要)⇒審査会承認：   年  月  日 

上記以外の
項目 

■氏名 ■住所 ■年齢・生年月日 □性別 ■連絡先 □個人番号 □個人識別符号 

□本籍･国籍 □家族情報 □学業・職業等 □収入・支出 □資産 □税情報 

□公的扶助 ■濃厚接触者又は軽度有症状がある等の配布条件に合致するための申出内

容  

収 集 先 

■本人 □実施機関内部 

□他の実施機関（      ）□他の官公庁（      ） 

□民間・私人 □その他（        ） 

本人以外から収集している理由 

□1号(法令等) 

□2号(本人同意) □3号(公の情報) □4号(緊急かつやむを得ない)  

□5号(所在不明等) □6号(他の実施機関から) 

□7号(公益上特に必要)⇒審査会承認：    年  月  日 

経常的な目的外
利用・提供先 

□目的外利用有⇒利用する事務の名称：                     

主な利用項目（                      ） 

□目的外提供有⇒利用する事務の名称：                     

主な提供項目（                      ） 

         □他の実施機関（       ）□他の官公庁（      ） 

         □その他（       ） 

目的外利用・提供の理由 

□1号(法令等) ⇒法令等の名称：              

□2号(本人同意) □3号(公の情報) □4号(緊急かつやむを得ない) 

□5号(公益上特に必要)⇒審査会承認：    年  月  日 

外 部 委 託 等 
■外部委託（■クラウドコンピューティング）■複数の外部委託有 

□指定管理者による管理⇒審査会承認    年  月  日 

電子計算機結合 

□有【第12条第1項】 

□1号(法令等)⇒法令等の名称：       

□2号(公益上特に必要かつセキュリティ措置有)⇒審査会承認    年  月  日 



個 人 情 報 の 
保 存 期 間 

１年 ３年 ５年 10年 永年 常用 その他 

 



 令和４年８月５日 

 

野田市情報公開・個人情報保護審査会 

会長  須 賀  昭 徳  様 

報告者  野田市長     

 

 

個人情報取扱事務の委託に係る個人情報保護措置報告書 

野田市個人情報保護条例第１３条第３項の規定により、次のとおり報告い

たします。 

事 務 の 名 称 新型コロナウイルス感染症検査キット配付・陽性者登

録センターに関する事務 

届出部課等の名称 健康子ども部保健センター 

委託開始年月日 令和４年８月５日 

委 託 す る 事 務 

・申込 WEB サイトの制作及び運用業務 

・検査結果の報告用 WEB サイトの制作及び運用業務 

・抗原検査キットの手配、配送、在庫管理業務 

・問合せに対応するコールセンター設置及び運用業務 

・抗原検査陽性者への診断（医師）業務 

個人情報を保護す

るための措置 

委託契約書に個人情報に関する特記事項及び情報セキ

ュリティ特記事項を付し、これを遵守させることとし

た。 

備 考  

 





新型コロナウイルス感染症検査キット配付・陽性者登録センターに関する事務の 
登録について 

 
○事務について 
 重症化リスクの低い市民を対象に、市ホームページの専用サイト（外部リンク）により、

新型コロナウイルス感染症検査キット申込及び陽性者登録を受け付けることで、新型コロナ

ウイルス感染症感染拡大によりひっ迫する市内発熱外来の混雑を緩和し、重症化リスクの高

い方の受診機会を確保するとともに、医療機関の負担を軽減する。 

 
１、検査キットの配布 
（１）対象者 

濃厚接触者または軽度の有症状者であって、次の要件を全て満たす者 

・野田市に住民登録がある者（在勤・在学・長期滞在者、私書箱は対象外） 

・次のいずれかに該当する者 

1. 40歳未満の者 

2. 40歳以上65歳未満で複数の基礎疾患等がない者 

・妊娠していない者 

（２）事務の流れ 
①検査キットを必要とする市民は専用サイトから申込みを行う。 

②市は、申込者に対して、検査キットの配付を郵送で行う。（配送先は野田市内限定） 

③申込者は、検査キットを使用して検査する。 

 

２、陽性者登録 
（１）対象者 

自ら実施した医療用抗原検査キットによる検査の結果または医療機関を受診せずに受け

たPCR検査の結果が陽性であって、次の要件を全て満たす者 

・野田市に住民登録がある者（在勤・在学・長期滞在者、私書箱は対象外） 

・次のいずれかに該当する者 

1. 40歳未満の者 

2. 40歳以上65歳未満で複数の基礎疾患等がない者 

・妊娠していない者 

（２）事務の流れ 
①検査キット申込者又は自己調達の検査キット使用者で結果が陽性のものは、専用サイ

トから陽性者登録を行う。 

②登録された陽性者について、医師が新型コロナウイルス感染症発生届の作成及び知事

宛ての提出を行う。 

※専用サイト上にて入力される発生届情報については、医師が新型コロナウイルス感染症発

生届の作成をするために収集され、市は保有しない。 



 

 業務は委託するため、個人情報取扱事務の委託に係る個人情報保護措置報告書を提出する

もの。委託契約書に個人情報に関する特記事項及び情報セキュリティ特記事項を付し、これ

を遵守させることとする。 

 
 
 















































 

令和４年９月６日 

 

（届出先）野田市長 

 

届出者 野田市代表監査委員 栗林 徹   

 

 

個人情報取扱事務登録簿変更届出書 

事 務 の 名 称 住民監査請求に基づく監査に関する事務 

届出部課等の名称 野田市監査委員事務局 

変 更 年 月 日 令和４年９月６日 

変 更 の 理 由 

住民監査請求の会議録作成について外部委託をして

いたものを、事務局職員による作成に切り替えたた

め。 

変 更 内 容 外部委託等欄の外部委託を削除する。 

備 考  

 





5300-001 

個人情報取扱事務登録簿 

区 分 □共通 ■個別 

実施機関の名称 監査委員 届出部課等の名称 監査委員事務局 

関係課等の名称  

届 出 年 月 日 H13.4.1 開 始 年 月 日 S22.4.17 最終変更年月日 R4.9.6 

事 務 の 名 称 住民監査請求に基づく監査に関する事務 

事 務 の 目 的 
住民による普通地方公共団体の執行機関又は職員による違法又は不当な財務会計上の行為

又は怠る事実（職務懈怠）についての予防、是正を目的としている。 

事 務 の 概 要 

住民監査請求は、住民が、市長や市の職員による公金の支出、財産の管理､契約の締結など

の野田市の財務会計上の行為が違法又は不当であると認めるときに、これを証明する書面を

添えて、監査委員に対し監査を求め、必要な処置を講ずべきことを請求する制度であり、そ

の請求をもとに監査を行うもの。 

対 象 者  請求者及び請求内容等に記載された第三者 

収

集

項

目 

要配慮個人
情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □健康情報 □障がい □犯罪関係 

収集する理由【第7条第2項】 

□1号(法令等)⇒法令等の名称：             

□2号(公益上特に必要)⇒審査会承認：   年  月  日 

上記以外の
項目 

■氏名 ■住所 □年齢・生年月日 □性別 ■連絡先 □個人番号 □個人識別符号 

□本籍･国籍 □家族情報 □学業・職業等 □収入・支出 □資産 □税情報 

□公的扶助  ■意見・要望等 ■請求内容等に記載された第三者情報 

■住民票の写しに記載の情報 

収 集 先 

■本人             □実施機関内部（              ） 

■他の実施機関（市長、教育委員会、選挙管理委員会、公平委員会、農業委員会、固定

資産評価審査委員会、水道事業管理者、消防長、議会） 

□他の官公庁 （     ） □民間・私人（     ） □その他（    ） 

本人以外から収集している理由【第7条第3項】 

■1号(法令等)⇒法令等の名称： 地方自治法 

■2号(本人同意) □3号(公の情報) □4号(緊急かつやむを得ない)  

□5号(所在不明等) □6号(他の実施機関から) 

□7号(公益上特に必要)⇒審査会承認：    年  月  日 

経常的な目的外
利用・提供先 

□目的外利用有⇒利用する事務の名称：                     

主な利用項目（                      ） 

□目的外提供有⇒利用する事務の名称：                     

主な提供項目（                      ） 

         □他の実施機関（       ）□他の官公庁（      ）

         □その他（       ） 

目的外利用・提供の理由【第9条第1項】 

□1号(法令等) ⇒法令等の名称：              

□2号(本人同意) □3号(公の情報) □4号(緊急かつやむを得ない) 

□5号(公益上特に必要)⇒審査会承認：    年  月  日 

外 部 委 託 等 
□外部委託（□クラウドコンピューティング）□複数の外部委託有 

□指定管理者による管理⇒審査会承認    年  月  日 

電子計算機結合 

□有【第12条第1項】 

□1号(法令等)⇒法令等の名称：              

□2号(公益上特に必要かつセキュリティ措置有)⇒審査会承認    年  月  日 

個 人 情 報 の 
保 存 期 間 

１年 ３年 ５年 10年 永年 常用 その他（       ） 

 





 

令和４年９月６日 

 

（届出先）野田市長 

 

届出者 野田市代表監査委員 栗林 徹   

 

 

個人情報取扱事務登録簿変更届出書 

事 務 の 名 称 財政援助団体等に対する監査に関する事務 

届出部課等の名称 野田市監査委員事務局 

変 更 年 月 日 令和４年９月６日 

変 更 の 理 由 

財政援助団体等に対する監査の会議録作成について

外部委託していたものを、事務局職員による作成に

切り替えたため 

変 更 内 容 外部委託等欄の外部委託を削除する。 

備 考  

 





5300-003 

個人情報取扱事務登録簿 

区 分 □共通 ■個別 

実施機関の名称 監査委員 届出部課等の名称 監査委員事務局 

関係課等の名称  

届 出 年 月 日 H30.9.3 開 始 年 月 日 S25.5.4 最終変更年月日 R4.9.6 

事 務 の 名 称 財政援助団体等に対する監査に関する事務 

事 務 の 目 的 
市が補助金、交付金、負担金、貸付金、損失補償、利子補給その他の財政的援助を与

えているものの出納その他の事務の執行で当該財政的援助に係るものを監査し、市の行
財政運営の健全化に寄与することを目的としている。 

事 務 の 概 要 

市が補助金、交付金、負担金、貸付金、損失補償、利子補給その他の財政的援助を与

えている団体等の中から、監査委員が必要であると認めた団体等から財務状況等の資料

の提出を求め、市から支出されている補助金等が適正に運用されているかを監査し、意

見具申、調査の結果報告等を行う。 

対 象 者  監査対象法人（団体）の職員（社員） 

収

集

項

目 

要配慮個人
情報 

□人種 □信条 □社会的身分 □健康情報 □障がい □犯罪関係 

収集する理由【第7条第2項】 

□1号(法令等)⇒法令等の名称：             

□2号(公益上特に必要)⇒審査会承認：   年  月  日 

上記以外の
項目 

□氏名 □住所 □年齢・生年月日 □性別 □連絡先 □個人番号 □個人識別符号 

□本籍･国籍 □家族情報 □学業・職業等 □収入・支出 □資産 □税情報 

□公的扶助 ■資料に記載された情報 □      

収 集 先 

□本人                □実施機関内部（            ） 

■他の実施機関（補助金等交付担当課） □他の官公庁（             ） 

■民間・私人 （監査対象法人（団体））□その他  （             ） 

本人以外から収集している理由【第7条第3項】 

■1号(法令等)⇒法令等の名称： 地方自治法 

□2号(本人同意) □3号(公の情報) □4号(緊急かつやむを得ない)  

□5号(所在不明等) □6号(他の実施機関から) 

□7号(公益上特に必要)⇒審査会承認：    年  月  日 

経常的な目的外
利用・提供先 

□目的外利用有⇒利用する事務の名称：                     

主な利用項目（                      ） 

□目的外提供有⇒利用する事務の名称：                     

主な提供項目（                      ） 

         □他の実施機関（       ）□他の官公庁（      ）

         □その他（       ） 

目的外利用・提供の理由【第9条第1項】 

□1号(法令等) ⇒法令等の名称：              

□2号(本人同意) □3号(公の情報) □4号(緊急かつやむを得ない) 

□5号(公益上特に必要)⇒審査会承認：    年  月  日 

外 部 委 託 等 
□外部委託（□クラウドコンピューティング）□複数の外部委託有 

□指定管理者による管理⇒審査会承認    年  月  日 

電子計算機結合 

□有【第12条第1項】 

□1号(法令等)⇒法令等の名称：              

□2号(公益上特に必要かつセキュリティ措置有)⇒審査会承認    年  月  日 

個 人 情 報 の 
保 存 期 間 

１年 ３年 ５年 10年 永年 常用 その他（       ） 

 




